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はじめに

SAR (Synthetic Aparture Radar)は，衛星や航空機に搭載される地形や海面の波浪， r毎氷など
を鮮やかに写し出すことができる高分解能な画像センサーである.しかも，昼夜，天候を問わず地表

の画像が得られという斬致は，災害の酎見にうってっけなものである.

SARに関する研究は， 1 9 5 0年代に米国で始まったが1961年に機密が解除されるまでは軍

事機密で、あった.当時はコンピュータが未発達であり，受信信号の記録・再生映像化は光学アナログ

処理で行われた.得られた画像は，明るさが不均一であるなど見劣りのするもので、あった.しかし，

電子技術の飛躍的な発展によって，デジタル受信信号のコンピュータを用いた再生映像化が可能とな

り，画質は飛躍的に向上した.

1，9 9 2年に打ち上げられたER S-l (ヨーロッパ宇宙連合)と JERS-1 (日本)のSAR
画像が公開され， SAR画像データが自由に利用できるようになった. J E R S-lは1998年1
O月に運用を終了しているが， 2 0 0 0年2月現在， ERS-2 (ヨーロッパ宇宙連合)， RADA 

RSAT (カナダ)が運用中であり，これらによって新たな画像データが取得されている.さらに，

2 002年には， P A L S A R (Phased array L -band SAR)を搭載したALOS(日本)の打ち

上げが予定されている.

航空機SARに関しては，日本では，通信総合研究所/宇宙開発事業団，国土地理院，日本電気，

三菱電機がSAR装置を所有し，観測を行っている.

これら衛星搭載SAR，航空機搭載SARの画像データを用いて，災害状況把握の研究がなされて

いる.特に，防災分野においては，兵庫県南部地震のような，大規模地震による地震被害地の抽出や

地表面の変位の抽出，岩手山などの火山活動に伴う山体の変位などに着目した研究が次々と報告され

ている.また， 1 997年に日本海で発生した石油流出事故では，流出した原油の拡散状況などの観

測にも SARデータが:用いられた.

こうした災害に関するさまざまな観測において，晴天時でなければ良好なデータが取得できない光

学センサでは，必要とされる時間にデータが樹其されない可能性も高く，先に述べたSARの特徴が

期待される所以である.

SARデータから得られた後方散乱係数は，光学センサーのみでは得られない新しい情報源として

期待されている.しかし LANDSAT以来の画像処理技術の蓄積が応用・展開できる光学系セン

サのデータ処理・解析と異なり， SARに関する画像処理・角ヰ析技術は，現時点においても整理・体

系化がなされているとは言い難い.さらに，通信総合研究所/宇宙開発事業団の航空機SAR，2 0 

o 2年に打ち上げ予定のALOS衛星のSARには多偏波観測機能を有しているが，多偏波SARデ
ータの災害観測をめざした解析技術も確立していない.

本報告書は，こうした背景を受けて，災害状況把握の為のSAR画像利用を検討したものであり，

各種災害に関してSAR画像の利用例，利用の課題，近未来の展望をまとめたものである.

本報告書の作成にあたり，災害状況把握の為のSAR画像利用方法検討委員会を構成し，災害ごと

の分担委員を定めその報告を委員会で検討・言お義した後まとめた.
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1.1 SARの原理

SAR (合成開口レーダ:Synthetic Apertw-e Radar)は，マイクロ波と呼ばれる電磁波(波長
1rnm (周波数 300GHz)---1m (同 0.3G出)の電磁波)を地表に向けて照射し，地表からのその

散乱波を受信して映像化する能動型センサである.波長数 cm以上のマイクロ波は，大気の透過率が

ほぼ 100%であり，さらに雲や雨等にじゃまされずに伝搬するため，可視光や赤外線領域の光学セン

サと異なり全天候下で地表観測が可能である.また，マイクロ波の波長は光領域に比べて 6桁程度

長いため，観測情報や画像の鞘数も光学センサのものとは異なる.

基本的な知識として，周波数fと波長λ，大気中の光速c(3.0x108m/s)の聞には次の関係がある.

f =c/λ (1.1.1) 

周波数の単位に用いられる G出は胞の 109倍，陥-Izは106倍，世-Izは 103倍である.マイクロ波

領域のスペクトルは，表1.1.1のようなバンド名称が国際電気通信連合 (1TU)に採用されており，

周波数や波長の変わりにバンド名を引用することがよくある.また， dB(デシベル)という単位は，

ある蓉隼電力値九に対する比P/乃を次式で変換したものである.

X=101oglO(P/九) (1.1.2) 

基準電力値乃の設定には任意性がある.ちなみに， 30dB， 20dB， 10dB， OdB， -10dB， -20dB， 

-30dBはそれぞれ， 1000倍， 100倍， 10倍， 1倍， 1/10， 1/100， 1/1000を意味する.

表1.1.1 マイクロ波領域のスペクトルバンド1)

ノてンド P L S C X K Q V W 

周波数 0.30 0.39 1.55 3.9 5.75 10.9 36 46 56 

(GHz) ---0.39 ---1.55 ------3.9 ----5.75 ---10.9 ------36 ---46 ---56 ---100 

波長 100 77 19 7.7 5.2 2.8 0.83 0.65 0.54 

(cm) ----77 ---19 ---7.7 ---5.2 ----2.8 ---0.83 ---0.65 ---0.54 ---0.10 

1.1.1 SARの観測原理

SARはレーダの一手重である. レーダの語源 RAclioDetection And Eangingが示すように，レ
ーダの主機能は目標物の検出と測距である.この機能を発展させて，目標物の 2次元分布映像を得

るのが映像レーダで， SARもその一つである.近年，人工衛星や航空機をプラットホームとする映

像レーダのほとんどはSARである.映像レーダは，図1.1.1.1のようにプラットホームの移動に伴

なって，マイクロ波パルスを進行方向と直角に繰り返し発射し，地表からの反身討皮のうちレ}ダに戻

ってくる波(後方散乱波という)を受信する.レーダからr(m)だけ離れた目標物からの後方散乱波

は，パルス送信後 21ゾc(s)に受信される.つまり，パルス照射方向(距離方向あるいはレンジ方向と

いう)については，受信波の遅延時間と地表の位置とが 1対 1に対応するので，受信信号の時刻変

化がそのまま地上を走査したものに等しくなる.この走査をプラットホームの移動に伴なって繰り返

すことにより，進行方向(方位方向あるいはアジマス方向という)についても走査することとなり，

地表からのマイクロ波後方散乱の2次元分布を映像として得る.

映像レーダの空間分解能は，レンジ方向についてはレーダのパルス幅が短いほど，アジマス方向に

ついてはアンテナのビーム幅が狭いほど向上する. SARでは空間分解能を向上するため，レンジ方

向については一般のレーダでも利用されているパルス圧縮技術を，アジマス方向については合成開口

技術を用いる.合成関口技術によりアジマス方向の分解能を向上させた映像レーダをSARという.

合成関口技術は，小さなアンテナで等価的に大きなアンテナ(ビーム幅が狭い)を合成する技術で，

その原理は次のとおりである.

レーダは移動しながら，同じ場所が数百四から数千四も照射されようにパルスの送信と反身れ皮の受



イ言を繰り返す. レーダは地表に対して運動しているため，反身t~皮はドップラ効果により周波数が変調

する.広いビーム幅の中には多数の散乱体があり，受信信号はこれら全ての散乱体からの反射波の合

成となるが，個々の散乱体はレーダとの位置関係が他と異なるため，個々の散乱体からの反射波の周

波数は異なっている.従って，受信信号から特定の位置にある散乱体からの反身討皮のみを加算して他

の散乱体と分離して圧縮することにより，等価的にビーム幅の狭いアンテナで捉えた場合の信号を再

現できる.この場合の圧縮は，パルス匹縮と原理的に同様で，受信波の信号処理によって実現される.

合成関口方式での分解能の理論限界はアンテナの物理長の 1/2である.しかし，最終的分解能は
信号処理系によって決まる.衛星SARは 10m程度のアンテナを用い，等価的に数1anから 10数
1anの長さのアンテナを合成し， 20m程度の空間分解能を得ている.数1anから 10数 kmの長さ
のアンテナを衛星に搭載することは現実的に不可能であり，合成関口方式が極めて有効な技術である

ことが認識できる.また，合成開口やパルス圧縮では，信号対雑音比(S/N)の向上を伴う.衛星SA
Rでは，レーダ・地表聞の距離が長いために受信波の減衰が極めて大きいが，合成関口とパルス圧縮

がS/Nの改善にも寄与している.

1.1.2 S AR画像の情報表現
SARの受信信号は，生データの段階では画像となっていない.NAS DAのJERS-1レベル
Oプロダクトはこの段階に属する.これに対して，パルス圧縮と合成関口の信号処理を施すことによ

って，初めて画像形式のデータに変換される.この過程の処理は，一般に圧縮処理，画像再生処理，

相関処理などと呼ばれる.

画像となったSARデータの画素値以yうは，基本的に次の形式で表現される.

z(x，y) =α(x，y)exp[j・ct(x，y)] (1.1.2.1) 

ゆ(x，y)=-4nr /λ+ゆs(x，y) (1.1.2.2) 

ここで， X，Yはそれぞれレンジ座標およびアジマス座標である.式(1.1.2.1)tま，画素値が振幅 zと
位相ゆをもっ複素数であることを意味する.aは後方散乱強度の振幅に比例する.イ立相ゅは式(1.1.2.2)
で表せる.第 l項は，レーダ・目標物聞の往復の伝搬位相で，rはレーダ・目標物聞の視線距離， λ
はレーダ波長である.第2項ゆsは後方散乱時の変化位相である.

普通の多くのSAR画像は，図1.1.2.1に示した富士山周辺のJERSとERSのSAR振幅画像
のように，振幅 aの濃淡分布表示画像である.これに対して， 1.1.5のインターフエロメトリでは位

相情報を，ポラリメトリでは振幅と位相の両情報を利用する.図1.1.2.1では，同じ場所であるにも
もかかわらず， 2つの画像の特長が異なる.その理由は，両SARに対する地表のマイクロ波後方散
乱特性が異なるためである.次項では，そのマイクロ波後方散乱について記述する.表1.1.2.1には，
両衛星SARの主要パラメータを示した.

表1.1.2.1 J E R SとERSのSAR主要パラメータ
JERS ERS 

周波数(波長) 1.275GHz(24αn) 5.3GHz(5.7αn) 
偏波(送信/受信) H/H VN 
レーダ入射角 38。 23 
レーダ照射方向(下降軌道/上昇軌道) 東から西/西から東 東から西/西から東

空間分解能 18m 30m 

1.1.3 マイクロ波の後方散乱

通常のSAR画像では，画像の輝度がマイクロ波の後方散乱の強弱を示す.一般的白黒画像では，
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強い後方散乱ほど明るく(白)，弱い後方散乱ほど暗く(黒)表現される. SARに写るマイクロ波の後

方散乱や反射・散乱は，大気と地表の電気的特性(誘電率)の不連続部分で発生する.その後方散乱

強度の大きさは，周波数，偏波，入射角，照射方向，表面粗さ，散乱体の誘電率に依存する.また，

地表表層におけるマイクロ波後方散乱は図1.1.3.1のように， (a) --(c)の表面散乱と(d)の体積散乱に
大別できる.表面散乱は大気と地表表層境界で起こる散乱であり，イ本手責散乱は表層下内部でおこる散

乱である.物体表面に入射したマイクロ波は，一部が反射・散乱し，残りは表面下に透過する.透過

波は，一部が物体内で散乱されつつ吸収されながら深部に進む.従って，一般化した散乱は，表面散

乱と体手責散乱の和であり，それぞれの重みが対象物によって異なると考えられる.表面散乱が卓越す

る代表的物体例毎である.また，イ材責散乱が卓越する物体の代表は，乾燥した土壌や雪氷である.

(1)表面散乱

表面散乱に景怨する大きな要因の一つが地表面粗さである.概念的には図1.1.3.1が示すように，

滑らかな地表面がほど鏡面反射が卓越して後方散乱は弱く，逆に粗い地表面ほど鏡面反射は小さく後

方散乱が大きくなる.地表面の粗さの程度は，マイクロ波の波長λに対する相対的な高さの標準偏差

(jhおよび入射角0によって決まる.例えは滑らかさの境界基準として次の2つがある 4)

レーリー基準: σh=λj(8cos8) (1.1.3.1) 

フランホーファー基隼: σFλj(32cos8) (1.1.3.2) 

具体的には， JERS-1の場合(λ，=0.2金n，8=380) ， (jh戸1cm--4αnが， ERS-1の場合(λ，=0.057m，

θ=230) ，σh=2mm--8mmがその境界となる.

式(1.1.3.1)と(1.1.3.2)は，地表面粗さによる散乱が，地表面の物理的な凸凹だけでなく，さらに入

射角の影響も受けることを示す.図1.1.3.2は後方散乱強度の入射角変化を 3手重類の粗さの地表面に

ついて示したものである.滑らかな地表面ほど入射角による変化が大きい.また，入射角の大小で，

表面粗度と後方散乱強度の関係が逆転する.小入射角では滑らかな面ほど後方散乱が大きく，大入射

角では逆に粗い面ほど後方散乱が大きくなる.これは，小入射角では，鏡面反射成分が後方散乱成分

に寄与し，滑らかな面ほどこの鏡面反射が大きいためである.

図1.1.2.1のSAR画像で，例えば山中湖や河口湖が両画像で暗い理由は，湖面が鏡のように滑ら

かなためである.一方駿河湾は， J ERS画像が一様に暗いのに対して， ERS画像には一部に明る

い領域が現れている.この明るい領域では 海面の凸凹が 1αn--4cm程度に達していると推察され

る.

大気や地球は誘電体と考えることができるが，散乱や反射はその誘電率の不連続面で生じる.誘電

率は，大気がほぼ1であるのに対して，周波数回出----10G胞の水・海水が40----90，ゆ:k2.5--4，

真水氷 3.2，乾燥雪1.2--2.0，湿雪 1.2--3.6，岩石 2--10，土壌 2.5--30である.大気との誘電率

の違いが大きいほど反射・散乱は大きく，自然の散乱体では含まれる水の量によって誘電率が変動す

る.図1.1.3.3は， 4.5G胞において測定された土壌水分と後方散乱強度の関係である.土壌水分の

O.Ogjαn3から 0.3gjαdへの増加に伴い，後方散乱強度に 10倍近い増加がみられる.同図では，

3種類の異なった表面粗度の土壌を一緒に示してある.後方散乱が表面粗度や波長，入射角の景簿を

受けることを先に示したれ Ulabyらは， 4.25G胞や 7.25G胞の入射角 100----200において(図

1.1.3.3の状況と同じ)，あるいは1.1G胞の入射角 100において，後方散乱強度が地表面粗度の影

響を受けず，土壌水分のみで変化することを示した 7)

(2)体不責散乱

誘電率の不連続は，大気と地表面の境界だけでなく，境界下の地表物質内部にも存在する.入射マ

イクロ波の一部がこの地表物質の内部に透過し，さらにこの物質内部に誘電率の不連続があった場合

には，その不連続部で透過波の反射・散乱が起こる.このような散乱は体積散乱とよばれる.代表的

な体積散乱物質が土壌や雪氷であり，巨視的に考えれば森林等の植生も空気，葉，枝，幹の混成によ

る体積散乱物質といえる.イ杯責散乱には，透過波の存在が不可欠である.図1.1.3.4は典型的地表に

ついて，体積散乱の違いを 3つの周波数で比較したものである.Lバンド(23cm)あるいはそれ以下

の周波数は比較的透過力が強いため，表面だけでなく森林内部や土壌，雪氷内部でも散乱が起こる.
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周波数が大きくなると(波長が短くなると)，透過力は低下し， Xバンド(3cm)あるいはそれ以上の

周波数では，森林の概頭部，土壌や雪氷では表面およびその近傍だけで散乱カ泡こる.

図1.1.3.4は透過の程度を強調しすぎているきらいがある.例えば，森林樹冠部における Lバンド

透過力は， 6mで電力が 1/2程度に減衰する 8) 透過に影響する周波数以外の要因の第一は，針金

である.物質が含む水の量が増えると，伝搬中の減衰が大きくなり透過力が低下する.以前，アフリ

カの砂漠の下に埋もれた古代地形を， SARが露呈したという例が注目された.これは，極度に乾い
た砂漠の砂に Lバンドのマイクロ波がよく透過したためで，透過の最大は，深さ 3m地点で電力約

1/10と調査されている 9) これは，極度に乾燥した土壌の例である.この他，米国の比較的乾いた

砂漠(質量含フk率 3-----5%)では， Lバンドの透過力は 1mで電力 1/10から 1/1000以下という例があ
る 8)10) さらに，物体中で散乱されたマイク口被は，レーダ方向に戻る過程でもう一度同じ量の減

衰を受ける.従って，湿った土壌で、は，透過による地下深くからの散乱はあまり期待できないと考え

られる.雪氷では，表面近傍や内部の水分状態よって表面散乱とイ材責散乱の大きさやそれぞれの重み

が大きく変わると考えられている.

図1.1.2.1では，富士山麓の北側や東側，西側の一部に]ERS画像では暗く， ERS画像では周
囲と同じような明るさで、写っている場所があるが，このような場所は草地あるいは裸地である.その

他の山麓部はほぼ森林であり，波長 6cinのERS画像では裸地や草地，森林での後方散乱強度の違
いが小さいことが分かる.

(3)レーダ照射方向

建物の壁面と電波の到来方向が直交するような市街地では，後方散乱が強く現れる.例えば，図

1.1.2.1の駿河湾北部富士から沼津にかけて見える明るい領域のほとんどがこれで説明できる.強い

後方散乱が生じる理由は，壁にあたった電波がさらに下の地面で反射するために強い電波がレーダに

戻る，あるいはその逆の経路でレーダに戻る強い電波が生じるためである.このような構造は，建物

地だけでなく，同じような構造をもっ堤防や橋梁，道路，水路等でも起こる.注意が必要なことは，

このような構造による強い後方散乱は，構造の面がレーダ照射方向に直交かあるいは::!::100'"'-'士200の

範囲でのみでおこることである.この範囲から外れると，同じ構造であっても後方散乱は急激に減少

する 11)

(4)偏波

偏波は電界ベクトルの方向で定義される.SARでは送信と受信の偏波を規定し，もっぱら水平偏
波(H)と垂直偏波01)の2種が利用される.現在の衛星SARでは， 1通りの組合せとして HHまた
はvvが用いらる.これに対して，多くの航空機SARでは， I-丑1，I-N， VH， VVの4種の組合
せが採用されている.このような 4種の偏波の組合せからレーダポラリメトリという手法が発展し

ている(1.1.5(3)参照). 

波長に比べてあまり粗くない海面や裸地の地表面では， Bragg共鳴散乱 12)と呼ばれる散乱が起こ

る.この散乱では， VV偏波の散乱強度が HH偏波の散乱強度より大きくなり，さらにI-N偏波や
VH偏波の散乱強度は小さくなる.また，斜めに伸びた枝をもっ樹木からの後方散乱では，散乱時に
偏波の回転株主こるため， I-N偏波やVH偏波の後方散乱が，裸地や海面よりも強く生じる.

1.1.4 SAR画像の物故
(1)幾何学的な歪み

SAR画像の幾何学的特徴として，図1.1.4.1示す幾何学的な歪みある.このような歪みは，レー
ダに現れる像のレンジ方向位置が，レーダとターゲット問の距離を表すというレーダの性質に起因す

る.本来のレーダ画像のレンジ方向表現は，図中の視線距離形式に従い，レーダとターゲット聞の距

離(これを特に「視線距南削という)に対応している.図(a)は平面を観測した場合であるが，レー

ダが斜めから観測すると，地上に等間隔に並ぶ abcは，視線距離形式では等間隔に並ばない.これ

では，地上の距離を測れないために都合が悪い.そこで，多くのレーダ画像では平らな地表を仮定し

て，平面上のめcが等間隔に並ぶ地上距離形式に補正されている (NASDAのレベル 2.1のプロ
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ダクト等). 

図(b)は斜面を観測した場合である.真上から見れば， abcが等間隔に並ぶが，標高の高い bがレ

ーダに近づくため， レーダ画像上の位置は b1となる.従って，レーダ、に面する斜面(ab)がレーダ側

に倒れ込み短く写る(ab1).この現象は「フォアショートニングJと呼ばれる.一方，後ろ向きの斜面(bο
は逆に長く写る(b1c). 図(c)は斜面の傾斜角がレーダの入射角よりも大きくなった場合である.標高

の高い地表点がさらにレーダに近づくため，真上から見た並び、 abcがレーダ画像では b1acとなって

bの位置に逆転が生じる.この現象は「レイオーバ」と呼ばれる.図(d)はSARに背を向ける斜面の

傾斜が大きい場合である.この場合， bcdの区聞が斜面の影になって見えなくなる.この現象は， rレ
ーダシャドーJと呼ばれ，画像中のb1cdの区間には地表の後方散乱の情報は一切含まれない.
図 1.1.2.1で，山岳部の斜面がレ}ダ側に倒れこんだように見える歪みのほとんどは，上記のフォ

アショートニング査みである.富士山山頂部では， J ERSとERSの画像が著しく異なる.これは

レーダ入射角の小さなERSの方では，レイオーバが生じているためである.これらの幾何学的歪み

は，地形を強調する効果をもっ.

(2)ラジオメトリックな特性

SARのようなレーダやレーザでは，スペックルと呼ばれる 1種のノイズとも考えることができ

る後方散乱強度のゆらぎがおこる.均質一様なターゲットからの後方散乱強度にゆらぎが生じ，画像

にはこのゆらぎが砂模様のようになって見える.その理由は， SAR画像の 1画素あるいは 1分解

能セル中には，実はたくさんの散乱体が存在し，その散乱体の 1個 1個が式(1.1.2.1)のような後方

散乱振幅と位相を独立にもっているためである.1画素あるいは 1分解能セルの後方散乱は，個々の

散乱体の後方散乱の和となるカミ和をとると強め合ったり弱め合ったりしてゆらぐためである.

スペックルを抑えるため， SARでは基本的にルック加算平均という考えが採用されている.ルッ

クとは独立な画像と等価な意味をもっ.ゆらぎが異なる別々の画像の電力加算平均によりゆらぎを低

下させる.通常， J ERSでは 3つのルックを， ERSでは 5つのルックを生成し，これを加算平

均する.ルック加算平均の等価的方法として，空間平均法がある. SARのアジマス方向分解能の理

論的限界はアンテナ長の 1/2で， J ERSの場合は 6mとなるが， 3ルックの加算後に分解能 18m
という設計になっている.空間平均法は，元のSAR画像で、スペックルの抑制が不十分な場合に，簡

便で有効な方法である (2.7の例参照).この他，画像中のエッジ等の構造を保存しながら滑らかに

するというような目的のフィルタも多委文提案されている.

SAR画像の輝度はマイクロ波の後方散乱の強度を表すが，広がりをもっ地表面の後方散乱強度を

定量的に表すのに用いられるのが(規格化)後方散乱係数で， σOと表記される.一方，対象物の実

効的な散乱面積である σは後方散乱レーダ断面積と呼ばれ， σ。=σIAの関係がある.ここで， A は
画素の地上面積である. σも面積の次元をもつので， σOは無次元になるカミその解釈は，単位面積

当たりの後方散乱レーダ断面積(ぱ1m2) である.後方散乱係数は，例えば図1.1.3.3の縦軸のよう
に，後方散乱強度を普遍化するために使われる. σO=OdBの物理的意味は， r波長に対して十分に
大きな金属球を密に敷き詰めた面からの後方散乱強度に等しいJと考えることができる.金属球は入
射電力のすべてを全方向に等しい強度で散乱するので，入射電力が全方向に等しく散乱される場合と

の比と考えることもできる.

NASDAのレベル 2.0以降のプロダクトやその他の校正済みと称するプロダクトでは，画素値を

後方散乱係数に変換できる.後方散乱係数に変換したデータを扱うことにより，データ間の赤色対比較

が可能となる.一般に画素値からの変換式は次式で表せる.

σ。=20 log 1 + CF (dB) (1.1.4.1) 

ここで， 1は画素値(振中間直)， CFは補正係数である.NASDAプロダクトについては，例えば，

JERSでは CF=-70(dB)，E R Sでは CF=-65.3(dB)である 1の.CFの値は，処理のパージョン等

によって随時更新される.また，一般のプロダクトでは平坦地表を仮定して校正されているため，斜

面については正確な後方散乱係数を得ることはできない.
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1.1.5 S AR画像の利用

(1)後方散乱強度の判読・解析

最も基本的な利用が図1.1.2.1のような後方散乱強度画像の判読や定量角材斤である.特に地形や地

物，海面現象が判読される.定量解析では，前述のように，実際の地表のマイクロ波後方散乱には，

表面粗さ，構成散乱体，オ℃分等複数のパラメータが関わる.また，周波数や偏波，入射角，照射方向

によっても変化するため，後方散乱強度と地表の状況を関係付けることは単純ではない.しかし，あ

る特定の状態であれば，あるいはその状態が分かれば，複数の波長や，偏波のSAR画像を組み合わ

せることによって，植生のバイオマスや分類，土壌水分，表面粗度に関する情報を抽出することカ可

能である.

(2)インタフエロメトリ(干渉)

1.1.2で述べたように， SAR画像の基本画素値は複素数であり，振幅と位相の2つの情報を有す

る.振幅は，散乱電界の振幅に比例する量であり，位相は次式で表せる(1.1.2.1の再出). 

ゆ=-4nr /λ+ゆ(1.1.5.1)

ここで，rはレーダ・目標物聞の視線距離， λはレーダ波長，私は後方散乱時の変化位相である.つ
まり，位相はレーダとターゲット聞の往復の伝搬と散乱時の変化分からなる.図1.1.5.1に示すよう

に2つの軌道から得られた2つのSAR画像での位相差は，ゆsが同じと仮定すれば次式となる.

Aゆ=4πBsin(θ一α )/λ(1.1.5.2)

ここで，Bは基線長(アンテナ聞の距離)， σは基線の傾き角 (Jは入射角である.なお，同時に 2

つのアンテナを利用する場合，位相差Aゅは式(1.1.5.2)の半分の値となる.また，地形の標高は次式

で表せる.

z = H -r cos e (1.1.5.3) 

ここで， Hはレーダ高度である.もし，s，a， A，H，rが既知で、あれば，位相差Aゆと式(1.1.5.2)
から 0を知り，さらに式(1.1.5.3)から標高 Zを求めることができる.式(1.1.5.2)と(1.1.5.3)からは，

基線が長いほど標高精度の向上が導かれるが，実際には，基線が大きくなると私が同じにならなくな

るため標高の測定精度は低下する.このため，現実には適当な基線長が存在する.

インターフエロメトリの高度な応用として，地震による地殻変動 1θや，南極の氷河の動きを検出

した例ゆがある.これは，地表の変動によってレーダと地表ターゲット聞の距離が変わり，この変

化を位相として検出できるためある.図1.1.5.2に]ERSで検出した山形県板谷における地すべり

検出例を示す.αnから rmnオーダの変位を検出できる可能性が多くの例で実証され，最近最も注
目されているSARの利用技術の一つである.

インターフエロメトリでは， 2ヶ所からのSAR画像を利用する.航空機搭載型のSARには，地

汗3標高計測 (DEM作成)を目的に， 2つのアンテナをインターフエロメトリ用に離して配置したも
のがある(1.3参照).衛星搭載型SARでは，立体地図ミッションのスペースシャトル (2000年

2月)を除くと，すべてが 1台のアンテナだけしかもたないため，繰り返し観測で、えられた 2回別々

の時刻の画像を利用する.図 1.1.5.1では，レーダ位置のずれ(基線)を誇張して画いている.干渉

が成立する基線長は，衛星の場合は通常 1km以下， 2つのアンテナを搭載する航空機SAR場合は

2m程度以下である(厳密には波長に比例する).式(1.1.5.2)の導出では私を等しいと仮定したが，

これが成立するのは，基線長 Oかつ地表の散乱特性が同じ(同時観測)場合である.衛星SARの

インターフエロメトリでは基線長も小さくなく，かつ観測時刻の間隔も最低 1ヶ月程度あるため，

干渉性が低下しやすい.近年では，大気におけるマイクロ波伝搬遅延の時間的変動の与える影響も問

題祝されている.

(3)ポラリメトリ

近年の航空機SARの一部やSIR-Cでは(1.3参照)，送受信のマイクロ波偏波にHH，HV，VH，
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w の4種の組合せが用いられる.この 4種の偏波の後方散乱は，それぞれ式(1.1.2.1)，(1.1.2.2)の
形式で表せる.式(1.1.2.2)中の rは4種の偏波で等しいが，ゆsは異なる.この位相ゆsの相対関係を正

確に計測することにより，偏波に対する後方散乱特性を完全に知ることが可能となる 18) このよう

な偏波計測法をポラリメトリ(正確にはレーダポラリメトリ)という.

レーダポラリメトリの利点は，後方散乱に関するより多くの情報が得られることにある.例えば，

観測ターゲットの散乱メカニズムや構成する散乱体の分解が可能となる.例えば，球や平面，凸凹の

大きくない平面では 1回反射型の散乱が起こる，これに対して建物の壁と地面のような 2面のコー

ナ構造のターゲットでは 2回反射型の散乱が起こる.多重反身話lの散乱が起こりやすい体不責散乱物

体では拡散的な散乱が起こりやすい.また，レーダポラリメトリの分野では，いくつかの単純物体に

おける散乱特性が分かっている.観測されたデータから散乱メカニズ、ムを解析したり，単純物体に分

解したりすることができる.このような特徴から，単周波数ポラリメトリや多周波数ポラリメトリに

よる地表面粗度や土壌水分 19) 積雪水分 20) バイオマス 21)のような生物物理量の計測，地表物分類

等の事例が京され，今後のSAR利用技術として期待されている.
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1.2 SARの現状と近未来展望

1.2.1データソースと衛星技術

表1.2.1.1は衛星搭載システムとしてアーカイブがあるもの，稼動中あるいは打ち

上げ計画があるものをまとめている1)，2) この計画では2010年まで残存するものも

あると期待できるが，それ以降は今後立ちあがる計画を待たねばならない.衛星設計

技術の観点で既存システムのパラメータを眺めると，設計条件の制約から，色々な妥

協の産物であることが読み取れる.設計上の大きな制約は重量，電力並ぴにデ}タレ

ートで特に，パラメータを支配的に決定してしまうのはデータレートである.この制

約を満たすために，分解能と観測幅がトレードオフされ，高い分解能のものほど観測

幅が狭くなる.全球観測を実現するにはクロストラック方向にアンテナビームを変化

させる必要がある.これにより，特定地域の観測について見かけの回帰日数を小さく

することも可能となる.クロストラックのビーム方向を変化させる方式として，衛星

自体をロールさせる方法とフェーズドアレ}による方法とがある.前者は ERS-1で実

験され成功している.また後者はRadarsat，Alos， Envisat等近年の SAR衛星で好ん

で採用されている方式である.この方式のメリットとして，ビーム方向の変化を瞬時

に行えることから， Scan SARというパーストモードを利用した広域低分解能観測を

実現出来， <偉面の観測やグローパルスケ}ルの観測を容易にしている.

しかし，この方式はまたモードが多く取れすぎるためリピートパスインタフエロメト

リの組み合わせを阻害する要因ともなり， Radarsatでもその弊害が見られる.

SARデータを利用面から見ると，情報量を増すために，多周波数，ポーラリメトリ

は必須となるが衛星搭載の場合データリンクの速度の制約が大きく，完全な多周波数

化，ポラリメトリを実現するシステムの構想、は無い.量子化ピット数を極限まで減ら

してデータレートを下げる等の工夫が必要で、あろう.
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表1.2.1.1衛星搭載SARの主要性能

ERS-l， 2 AMI C band分解能30m，観測幅 100km

(打ち上げ1991.7.17，1995.4.12稼動中)

JERS-1 SAR L band分解能 18m，観測幅 75km

(打ち上げ1992.2.10完了)

Radarsat SAR C band分解能9-100m，観測幅45km-510km

(打ち上げ1995.11.4，Radarsat-2は2000-2002の聞に打ち上げ予定)

ENVISAT ASAR C band分解能30m2偏波，観測幅100km

(打ち上げ2001予定)

ALOS PALSAR L band分解能 10-100m，2偏波，観測幅70-360km

(打ち上げ2003予定)

SICH-2 SAR L band分解能 10-50m，観測幅40-120km

(打ち上げ2002)

ALMAZ-1b SAR10 S band，5-40m，30-170km 

SAR-3 X band， 5-7m， 20-35km 

SAR-70 P band， 20-40m， 120-170km 

SLR-3 x bans， 190x1200m， 450km 

1.2.2 SARの個別技術の動向

(1) インタフエロメトリ技術

衛星搭載 SARを利用するリピートパスインタフエロメトリは地震前後の地殻変動や

火山活動の把握等に必須となりつつある.現状では適切なペア画像が必ず見つかると

は限らないが，衛星軌道の制御技術が進歩すれば必要なペアがいつでも得られるよう

になり，防災あるいは災害後の分析等に必須のデータとなり得る.スペースシャトル

で実験されたShuttleRadar Topography Mission (SRTM)ではほぼ全球のDEMを作

成することとなっており，一般に公開されれば災害対策立案のベース情報として有効

になる.

(2) コヒーレンスマップ

インタフエログラム作成時の複素画像聞の相関係数はしばしばデータ取得時間間隔
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における観測対象の変化を示す目安となる.これを利用して植生分類等を行う例があ

り，マングローブの識別等が可能とされている 3) コヒーレンスの利用はレ}ダ反射

に対するモデルを確立する必要があり，コヒーレンスマップが捕らえ得る事象を識別

する必要がある.理論的に明らかなことは，観測対象が電気的に変化していなければ

相関係数は高くなり，観測対象が変化すれば相関係数がちいさくなるので，災害によ

る変化を捉える技術として活用されるものと思われる.

(3) ポーラリメトリ

現状では衛星搭載レベルでは完全なポーラリメトリの実現はデータレート等の制約

から難しいが，災害監視という観点では重要な技術である.特に都市部における多重

反射のメカニズムがポーラリメトリに反映されると考えられるので，地震や大規模火

災等の災害における被害地域の特定等に活用できると期待される.衛星システム実現

のために，データレートを下げるドラスチックな設計構想が望まれる.

(4) 多時期組み合わせ

衛星搭載 SARデータが一般には単一波長で情報が少ないのを補うものとして，定期

的にデータ取得が行えることを利用した多時期合成がある.これは SARの後方反射係

数が地表面の特性変化，特に水による表面変化に敏感であることを利用するもので，

洪水による冠水域の検出等に特に有効である.多時期合成には衛星軌道が一致してい

ることが重要で、前述のインタフエロメトリの軌道条件を満たす程度でも平地と山頂で

の位置ずれが認められる.これらは DEM情報により補正が可能であるので，データ

利用が定常的に行われる環境になるためには補正のためのデータをパックにそろえる

必要があろう.

(5) データフュージョン

SARは全天候型のセンサーである反面画像が光学センサーと余りに違うため，既存

の画像解析ソフトで解析するのは難しい.災害監視においては全天候性は重要である

ので，既存の画像と組み合わせて利用するデータフュージョンが画像分析において重

要になる.すなわちベースデータとして条件の良い時期に取得された光学センサー画

像を使用し，これに SAR画像を重ねることにより，ベース画像からの変化の候補とし

て SAR画像を使用するという用い方が考えられる.データフュージョンを行うために

は光学センサーと SAR画像で異なる画像の幾何歪みを補正することが必要で， DEM 

等の環境を整える必要がある.なお光学センサーのみならず地図デ}タ等との重ね合

わせにも幾何歪みの補正は重要である.
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1.2.3 地上設備

SARの処理プロセッサは計算機の目覚しい発達により，最早地上設備の大きな負担

とは言えない.しかし，処理データ量が大きな事も事実で集中型の処理設備で処理す

るのは限界にきている.既に ESAの ERSシリーズでは，地域対応に分散したシステ

ムで独立に処理を行っており， ALOSでもデータノードの設立等の発想、がある.これ

をもっと進めれば当然，エンドユーザ側でデータ処理をする方式が生まれてくる.既

に SARの処理は PCでもこなせるレベルになっており，エンドユーザが1シーンを l

時間未満で処理できれば，データ伝送の時間のみが全体プロセスの主要時間となり，

これもネットワークの発達で解決できるものと考えられる.防災あるいは災害監視を

考えた場合，データを直接エンドユーザが扱える必要が生ずる.特に，データ伝送イ

ンフラそのものが損傷するようなケースではエンドユーザ側で縮退レベルでも処理能

力を有する必要が発生する.

このような環境を想定した場合，必要なことは未処理データを迅速にシーン切り出

し出来ることと リアルタイムでのアンシラリデータ切り出しが出来ることとを満た

す，衛星システム並びに受信設備の設計が重要になる.場合によっては，放送衛星対

応の設備のような簡便なシステムでエンドユーザにリアルタイムダイレクトにデータ

を伝送する仕組み等も考える必要がある.

1.2.4 防災ミッションに対応する衛星構想、

技術の現状と発達ならびにデータインフラの発達を前提として，防災に対応できる

SARシステムの構想、として表1.2.4.1のような案が考えられる.この案ではl周波数

に対応する衛星として3個の別々な機能を持つ SAR衛星をグループとして運用するも

ので，多周波数に対応しようとすればさらに数が増える.これらを一国で持つのは負

担が大きくまた全世界の人々が利用できることを考えれば，数ヶ国で分担開発するの

が望ましい.このような構想を実現するには，国際協力の枠組みつくりと，規格作り

が大切である.既に神戸大震災， トルコ地震や台湾の地震を背景に， ESAが防災協力

憲章なるものを提唱している.これは災害発生時に衛星保有国は可能な限り支援観測

を行い，データ提供や技術支援を無償で行うというもので，実現に向けて動き出して

るものと考えられるが，これを積極的に進めて衛星計画にまで反映できれば望ましい.
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普段はこれらの衛星は通常の地球観測衛星として利用できるので，被災地域以外にも

利用面で貢献できることと思われる.

この衛星からのデータ受信は 2つのパスを持つのが望ましい.一つは従来からの地

球局へ直接ダウンリンクあるいはデ}タ中継衛星を介してデータを伝送する方法であ

る.他のパスは被観測地域への直接ダウンリンクで，リアルタイムで被観測地域ヘリ

ンクするものである.このパスは緊急用の性格が強く，簡便な受信設備で受信できる

ことが必要である.一つの案としては直接放送衛星の受信設備で受信できるものが望

ましい.データリンクを 2系統持つことは，リスクマネジメントの観点から重要で、特

に災害を対象とする場合，データ伝送インフラが被害を受け，データ利用部門が健在

でもデータが送れないケースが生じえるので 2系統あるいはそれ以上の系統を備え

ることが必要で、ある.

データ処理は前述のように PCレベルで実用的処理速度が達成し得るので，直接受

信が出来れば準リアルタイムで必要なデ}タが必要な場所に届けられる仕組みを実現

出来る.

表1.2.4.1 防災適合衛星案

防災対応SAR衛星の基本構想

即応性と即時対応を考慮した SAR衛星としては次の 3衛星をセットにして利用す

るのが望ましい

( 1 )狭域精密観測衛星

観測幅20 -3 0 k m，分解能 5m程度，ポラリメトリ.入射角可変.

特定地域を 2日以内で観測可能.

( 2 )中地域標準観測衛星

観測幅15 0 k m，分解能20 -30m，単一偏波，入射角固定.

リピートパスインタフエロメトリ対応.回帰周期20日.

( 3 )広域低分解能観測衛星

観測幅500km以上，分解能50 m.全球面を 3日で観測可能.
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1.3 S ARシステム

SARシステムの実例について，衛星搭載システムを1.3.1項に，航空f紛苔載システムを1.3.2項
に紹介し，災害状況把握の観点による両者の比較を1.3.3項に示す.衛星搭載SARシステムと航空
機搭載SARシステムの根本的な違いは，プラットフォームの違いから生ずる観測高度と観測期間の

違いである.前者は人工衛星をプラットフォームとし，高度が 200kmから1，000km程度の地球を
周回する軌道から数年にわたり地球観測を行うのに対して，後者は航空機をプラットフオ}ムとし，

飛行高度は 500mから 20km程度で 1回の観測フライトは数時間から十数時間に限られる.米国
のスペースシャトル搭載SARシステムは，観測期聞が比較的短期間 (10日間程度)で繰り返しの
フライトでセンサが使用できる点は航空機搭載に近いが，観測高度の観点から衛星搭載SARと分類

した.

実際に運用されている SARシステムは軍事用のものを含めると多数存在すると考えられるが，
それらを全て網羅することは不可能であるし，本書の目的からも外れるため，ここで取り挙げるのは，

科学研究のためにデータが入手可能なSARシステムに限った.衛星搭載SARについては，現在運
用中のものに加えて，既に運用が終了しているもの，及び，現時点で具体的な計画が発表されている

将来計画も含めた.航空機搭載S'ARについては，現在各国で開発が進行中のものも多く，全てを詳
述することは困難であるため，学術誌，学会発表あるいは運用機関の広幸良活動等により，情報が得ら

れやすいものをその代表例として取り挙げた.

1.3.1 衛星搭載SAR

衛星搭載SARシステムの歴史は， 1978年に米国 NASAが漸羊観測を主目的として打ち上げた
SEASAT衛星搭載のSARより始まった.米国はその後，ジ、エツト推進研究所(JetPropulsion 
laboratory， JPL)が中心となって開発・運用したスペースシャトル搭載SARシリーズ-SIR-A， 
SIR-B， SIR-C/X -SAR (SIR: Shuttle Imaging Radar)ーにより，入射角可変や多偏波・多周波観
測といった先進的な機能を実践して，センサ開発をリードしてきた.SEASATの運用期間は衛星の
不具合によりわずか数ヶ月で、あったので，本格的な長期観測を行う衛星搭載SARの登場は 1990年
代に入ってからで，ロシア(ソビエト連邦)によるA1maz，欧州宇宙機関 (EuropeanSpace Agency， 
ESA)の ERS-1(European Remote Sensing Satellite-1)及び日本の宇宙開発事業団 (Nationa1
Space Development Agency of ]apan， NASDA)の ]-ERS-1 (]apanese白rthResource 
Satelli te-1)が相次いで運用を開始し，継続的なSAR観測データを提供してきた.その後，カナダ
宇宙機関 (CanadianSpace Agency， CSA)によるRadarsatカミ加わった.1995年に ERS-1と同
じ仕様のSARを搭載した ERS-2が打ち上げられ，両機は1年間程度同期(タンデム)運用され，
同一地点の観測間隔を縮めて，インタフエロメトリ観測のためのデータを供給した.ERS-1/2， 
ARS-1， Radarsatの後継機として，それぞれ， ENVISAT， ALOS， Radarsat-2の打ち上げが計
画され， SARデータの高齢売的な供給が図られている.
SARのパラメータの中で最も重要なものの一つが周波数，すなわち使用する電波の波長である.
波長が異なると同じターゲットを見ても散乱のしかたが変わるので，ターゲ、ツトから得られる情報に

違いが生ずる.衛星搭載SARでは，米国の SEASAT， SIR-A， SIR-B，及ぴ日本の ]-ERS-1で
使用されているLバンド(1.3GI-弘波長が 20----25cm程度)，並ぴに， ERS-1， Radarsat等で使
用されているCバンド (5.3G出，波長が 5----6cm程度)が主流である.SIR-C/X -SARではL，
C双方の周波数帯に加えてXバンド(10Gf包波長が3cm程度)の周波数帯も使用された.
各衛星搭載SARシステムについて，その運用時期と主要パラメータ(高度，観測周期，使用周

波数，偏波，告見Yß~入射角，分解能)を表1.3. 1. 1 にまとめて示す.
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表1.3.1.1 衛星搭載SARシステム (1/3) 

衛星名称 SEASAT SIR-A SIR-B 

~ 
Almaz 

(SARセンサ名)

運用国- アメリカ アメリカ アメリカ ロシア

機関 NASA(JPL) NASA(JPL) NASA(JPL) (ソビエト連予防

G1avKosmos 

運用日寺期 1978.6- 1981.11 1984.10 1991.3 -

[年.月] 1978.9 (2.5日間) (8日間) 1992.10 

観測高度 800 260 350/225 300 

[km] 
観測周期 17/3 N/A N/A (variab1e) 

(回帰日紡 [day]

使用周波数帯 L L L S 
(中JL、周波数) 1.28 GHz 1.28 GHz 1.28 GHz 3GHz 

使用偏波 T丑I(*1) T丑f HH T丑f
日:水平イ扇波

V:垂直偏波

観測入射角(範囲) 23 50 15-64 30-60 
[度]

分解能(代表値)25 m (rg) 40m (rg) 25 m (rg) 15 -30 m (rg) 

[mJ 25m(沼) 40 m (az) 17 -58m (沼) 15m(沼)

rg:レンジ方向， 41，∞ks 61∞ks 41，∞ks >41，∞ks 
az:アジマス方向
処理ルック数

備考 光学処理方式 光学処理方式

(フィルムレコー列 (フィルムレコーダ)
図1.3.1.1

(*1)‘日-I'は水平偏波で送信し水平イ扇波で、受信 'HV'は水平偏波で送信し垂直偏波で受信，の意.

図1.3.1.1 S巴生SAT@JPL
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表1.3.1.1 衛星搭載SARシステム (2/3) 

衛星名称 ERS-1 ]-ERS-1 SIR-C/X -SAR ERS-2 

(SARセンサ名)

運用国・ ESA 日本 アメリカ ESA 

機関 NASDA/MITI NASA(JPL)， 

(*2) DIR， ASI (*3) 

運用時期 1991. 7- 1992.2- 1994. 4 (11日)， 1995.4-

[年.月] 1998.10 1994.10 (11日)

観測高度 780 568 215 780 

[km] (variable) 

観測周期 35 44 N/A 35 

(回帰日掛 [dayJ (一部3/176)

使用周波数帯 C L L: 1.28GHz/ C 
(中JL、周波数) 5.3 GHz 1.28 GHz C: 5.3 GHz/ 5.3GHz 

X: 9.6GHz 

使用偏波 vv HH 日-I/HV/VH/VV vv 
H:水平{扇波 (L/C) ， 

V:垂直偏波 vvα) 
観測入射角(範囲)23 39 17 -63 (L/C) 23 

[度] 22-55∞ 
分解能(代表値)26m (rg) 18 m (rg) 10 -30 m (rg)， 26 m (rg) 

[mJ 28m(沼) 18 m (az) 30mC包，)(L/C); 28m (az) 

rg:レンジ方向， 61，∞ks 31∞ks 25m (rg， az)α) 61∞ks 
az:アジマス方向 41∞ks 
処理ルック数

備考 ERS European J-ERS : Japanese 多周波 SARERS-1と同仕様.

Remote Sensing Earth Resource (L/C/X) 1995.8-1996.5 

Satellite. Satellite. ポーうリメトリックSARERS-1/2タンデム

図1.3.1.2 図1.3.1.3 (L/C) (同期)運用

(*2) MI11: Ministry of Intemationa1 Trade and Industry，通商産業省.
(*3) DLR (ドイツ)， ASI (イタリア)はX-SARを開発・提供.

Radarsat 

カナダ

CSA 

1995.11-

798 

24 

C 

5.3 GHz 

HH 

10-60 

10-100 m (rg) 

9-100 m (az) 

1-81ooks 

Standard/Wide/ 

Fine Resolution 

/SαnSAR/ 

Extended 

bearnモード

図1.3.1.2 ERS-1 @ esa 
図1.3.1.3 JERS-1 @ NASDA 
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表1.3.1.1 衛星搭載SARシステム (3/3) 

衛星名称、 SIR-C/X -SAR 

~ ENVISAT ALOS Radarsat-2 

(SARセンサ名) (SR1M) ASAR PALSAR 

運用国・ アメリカ ESA 日本 カナダ

機関 NASA(JPυ， NASDA/MITI CSA 

DLR，ASI 

運用時期 2000.2 2001.6 2002.8 2002.10 

[年.月] (11日)

観測高度 233 800 692 798 
[km] (780 -820) 

観測周期 N/A 35 46 24 

(回帰日数)

[day] 

使用周波数帯 C: 5.3 GHz/ C L C 
(中JL、周波数) X: 9.6GHz 5.33 GHz 1.27 GHz 5.3GHz 

使用偏波 出/町/VH/W(C) HH/VV， 日i/HV/VH!VV， HH，VV 

H:水平イ扇波 ，VVα) 出tWorWtVHHH，VV， 

V:垂直偏波 日HHVorWtVH

観測入射角(範囲)23-63(C)， 15-45 8-60 10-60 
[度] 52(X) (off-nadir) (どちら側も可)

分解能(代表値)30 m (rg， az)， 27.5m(，沼) 10-100 m 3-100 m (rg，沼)
[m] 10m (DEM) (C) 28.1 m (rg) (rg， az) 1-81∞ks 
rg:レンジ方向， 25 m (rg， az)， 

az:アジマス方向 6m(DEM)α) 
処理ルック数

備考 60mマストの先 ERS-1/2 ]-ERS-1 Radar剖後継機.

にサブアンテナ 働陸機. f対断幾. Radarsatモード
を持ち， +Ulh-afine 

干渉SAR(*4). Wide/Na1TOW 

図1.3.1.4 図1.3.1.5
(*4)干渉SAR: 2つのアンテナで同じ場所を観測し(あるいはlつのアンテナで複数回観測し)，両者のデ
ータの干渉を利用して，観測場所の高度情報 (DigitalElevation Model， DEM)を得る手法.

図1.3.1.4SIR-C/X -SAR(SRTM) @ JPL 

図1.3.1.5RADARSAT-2@MacDonaldDettvviler 
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1.3.2 航空十鮒答載SAR

ここでは情報が公開されている学術研究用の航空機搭載SARシステムを何例か取り挙げ，それ

らについて紹介する.

おそらく最もよく知られた航空樹答載SARは，カナダ・リモートセンシングセンター(Canac:lian 
Remote Sensing Center， CCRS)のグループによって開発・運用されている SAR-580とアメリカ

JPLによって開発・運用されている AIRSARであろう.この2つのシステムの観測実績は自国内に

留まらず，外国でもキャンペーン観測実験を行っている.両者の観測データを用いた研究成果は学術

雑誌等に多く発表されている.次に活発な研究活動を実施している航空機SARシステムとして， ド
イツ航空宇宙センタ(DeutschesZentrurn fur Luft und Raumfahrt (GerrnanAerospace Center)， 
DLR)のE-SARデンマーク・リモートセンシングセンター(DenmarkCenter for Remote Sensing， 

DCRS) (デンマーク工科大学)の EMISARが挙げられる.日本では，研究目的の航空機SARシス

テムとしては，郵政省通信総合研究所 (CommunicationsResearch Laboratory， CRL)と宇宙開
発事業団が共同で開発・運用している日-SAR (Polarimatric and Interferometric SAR)及び国

土地理院 (GeographicalSurvey Institute， GSI)の GSI-SARがあり，近年活発に観測実験を実施
している.

衛星搭載システムには無い航空機搭載システムの大きな利点の一つは， SARセンサの修理ある
いは高機能化のための改造を加えて継続的な運用が可能なことであり，特に，上に挙げた研究が主目

的のシステムでは，システム仕様の変更や機能付加が継続的に行われることが多い.従って，その運

用(開始)時期や仕様を正確に詳述することは困難であるが，上記の航空機搭載SARについて，学
術誌，学会発表あるいは運用機関の広報活動(インターネット上のホームページを含む)により得ら

れる特徴・仕様についてまとめたものを表1.3.2.1に示す.

図1.3.2.1 AIRSAR @ JPL 

図1.3ユ2E-SAR@DLR 図1.3ユ3Pi-SAR@C阻爪ASDA
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表1.3.2.1 航空1謝答載SARシステム

レーダ名称 SAR-580 AIRSAR E-SAR EMISAR 日-SAR GSI-SAR 

運用国・機関 カナダ アメリカ ドイツ デンマーク 日本 日本

CCRS JPL DlR DCRS CRL/NASD GSI 

A 

運用開始日朝月 1986 1988 1989 1989 1997 1998 

使用品控機 Convair DC-8 Dornier G叫fs仕切m G叫fstr回m Cessna208 

580 D0228 G3 G2 

言見is-U高度 8，000m 3，600m 12，000m 6，000- 3，000 -

(代表値)[mJ (1，000-6，000) 12，000m 4，500m 

周波数帯 C/X P/L/C p/LI SI C/X L/C L/X X 

偏波 日I/HVNH!VV日1/HVNH!VVHH/VV 間/町NH/VV回/町/VH/VVHH 
(C)， 
HH/VVα) 

分解能 5 m (sr) (*1) 生n(rg，az) 2m (rg，az) 3.0m (rg，az) 1.5 m (rg，az) 

(代表値)[mJ 1 m (az) (υ (L/C) (υ， 
rg:レンジ az: 1.5m (rg，az) 

アジマス方向 α) 
処理ルック数 41∞ks 
その他の特徴 干渉 SAR干渉 SAR干渉 SAR干渉 SAR干渉 SAR

機能， 機能(L，C) 機能(X)， 機能， 機能。。 機能

Rr処理(*2) Rr処理 Rr処理

備考 機体のどちら側図1.3.2.1 図1.3.2.2 日-SAR:

でも観測同能 Polarimetric & 
interferometric 
SAR. 

図1.3.2.3
一一一(*1) sr : slant-range，スラントレンジ.レンジ、(rg.)は地上における距離であるが，スラントレン

ジは(地上投影前の)レーダの視線方向における距離.

(*2) Rr処理:リアルタイム処理装置を持ち，観測時にその場で取得した映像を見ることが可能.
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1.3.3 衛星搭載SARと航空機搭載SARの比較

災害|矧把握の観点から，衛星搭載SARと航空樹蕎載SAR，両者の比較を行う.

衛星搭載SARと航空機搭載SARの違い，まず，その観測高度，観測範囲及び運用期間にある

といえる.すなわち，衛星搭載SAR(スペースシャトル搭載のものを含む)のそれは搭載される人

工衛星の高度，軌道及びミッション期間で決まり，高度 200km-----l，OOOkmで地球全体をグローパ

ルに 1---5年程度(スペースシャトル搭載のものでは 10日間程度)にわたり連続的に観測を行う.

一方，先住町鮒苔載SARでは搭載される航空機によって決まり，通常高度500m---20kmから数千km

の巡航距離の範聞内で数時間から十数時間の観測を行う.ただし，航空機搭載SARの観測範囲，運
用時間は燃料補給のための着陸，離陸を繰り返すことにより延長可能である.また，航空機搭載SA

Rとスペースシャトル搭載SARは，観測後にSARセンサに修理あるいは改修を加えて再飛行する

ことが可能であることが利点であるが，衛星搭載SARは打ち上げ後衛星軌道上で不具合が発生した

場合にそれを修理することはきわめて困難であり，その代替機を直ちに打ち上げることもほとんど不

可能である.

以下，災害状況把握のために必要と考えられる要求事項毎に，両者のSARシステムの優劣を考

える.

(1)観測の連続性・広範囲性

SARのようなリモートセンサへ要求される一般的な事項として，まず，災害発生可能性のある領

域を広範囲にわたって，長期にわたり連続的に観測することが要求される.この点で衛星搭載SAR
は，観測幅が数十 kmから数百 krnと広く，ミッション期間の数年間にわたり連続的に観測するこ

とができるので，優れている.一方，航空機搭載SARは観測幅が数 kmからせいぜい 20krn程度

と狭く，観測時間は航空機の1フライトに限られるため，不利である.

(2) 観測の即応性・柔軟性

上記(1)で衛星搭載SARが広い範聞を連紛し的に観測するのに優れていると述べたが，ある 1地点

に限ってみると，その点の観測機会は衛星の軌道(回帰日数)によって制約され，一般的には数日か

ら数十日に1回に限られ，観測時刻もある(ローカル)時刻に限定される.従って，豪雨(洪水)災

害，油流出災害のような数時間から数日間程度の時間スケールの変動の観測が要求される場合には，

衛星搭載SARは適さない.一方，航空機搭載SARは，人工衛星のような軌道の制約は無いので，

災害発生時に即時に観測場所へ向かい，必要なら連続的に同一地点の観測も可能である.この点は，

機動性のある航空機搭載SARが大きな利点を持つ.また，衛星搭載SARでは観測方位角は軌道に
よって固定されるため，火山災害や山岳域の地すべり災害等において，特定の斜面を観測したい場合

に困難が伴う.航空十鮒苔載SARは任意の方位角から観測が可能で、，たいへん有利で、ある.

ただし，観測が緊急、を要する場合で、あっても， SARの性能を十分に発揮した高分解能画像を得

るためには，衛星，航空機搭載に関わらず，観測後のデータ処理に一定の時間(観測範閤，分解能に

よって異なるが通常1時間から数時間)を要することに注意すべきである.

(3)高分解能・言特田観測

局所的な地すべりや地震発生時の都市の建造物や道路の損壊状況等を観測しようとするような場

合，分解能はできるだけ高いことが望ましいが，現状の衛星搭載SARの分解能は数十mから最高で、
も十m程度で、あり，やや不足である.これに対して，航空機搭載SARの分解能は~桁高い数mが期

待でき，より優れている.衛星搭載SARの分解能の制約は，レーダから観測対象までの距離(高度)

が大きいと信号対雑音比 (S/N)が悪化することが一つの大きな要因である.
また，ターゲ、ツトの情報をより詳しく得る方法として，複数の偏波を利用するポーラリメトリッ

ク観測や複数の周波数を用いる多周波観測などがあるが，搭載センサの重量や電力の制限が厳しい衛

星搭載SARでは，シャトル搭載 (SIR-C/X-SAR)を除いて，これらの機能を持つものはまだ実現

されていない. (今後の衛星搭載SARではそのような機能別11買次導入されていく計画はある.)機能
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付加や調整が比較的容易で，しかも実験的要素の強い研究用の航空機搭載SARでは，最近はポーラ

リメトリック観測や多周波観測機能を持つものが主流であり，ターゲットの詳細観測の上では優れて

いる.

(4)システムの信頼(安定)性

衛星搭載SARで、はいったん打ち上げられ，運用が開始された後は，ミッション期間中のセンサ

の性能は比較的安定している.一方，航空機搭載SARでは一般に，フライト毎に装置の輸送や搭載

航空機への設置等が必要であることや，観測時(上空)と非観測時(地上)の周囲環境(温度，湿度

等)が大きく異なることにより， SAR装置がストレスやダメージを受ける機会が多い.また，良好
な高分解能画像を得るためにはSARプラットフォームの移動(飛行)及び姿勢が安定であることが

要求される於航空機が飛行する高度は風や降水等の気象現象の景簿があるため，条件が厳しい.衛

星の軌道や姿勢は安定している.これらの要因によりデータ取得の安定性は，航空機搭載SARに比

べて，衛星搭載SARの方が優れていると言える.

以上を表1.3.3.1にまとめて示す.

表1.3.3.1 災害状況把握の観点からの衛星搭載SARと航空機搭載SARの比較

衛星搭載SAR 航空十総杏載SAR
要求項目

広範囲観測 。数十lanの範囲を瞬時に観測可 ム観測幅は衛星より狭い，航続距離;
に制限

多日朝月衡亙し O 長期にわたり(ミッション期間 ム一般には青焼的観測
(連続観測) 中)繰り返し観測が可

即応性 × 軌道(回帰日数)により制約 。必要な時に必要な場所へ移動可
柔軟'性 ム軌道により観測方向が限定 O 同一地点の繰り返し，多方向観測

が可

高分解能 ム 10m程度 o 1 -----3m程度

詳細観測 ム現状では単周波・単偏波(将来 O 多偏波，多周波観測が可，機能付
(多パラメータ) 的にはマルチ化) 加が容易

システム信頼'性(デ O 運用中は比較的安定 ム装置の周囲環境の変化が大きい

ータ供給安定性) (トラブル発生の可能性が大)

飛行経路の制限，気象の影響

その他の鞘数 0複数(タンデム)衛星により即応 0故障(トラブル)修理後再飛行か可
性・柔軟性を補強可 0機能付加(変更)が可

備考 ム高分解能SAR画像を得るには観 ム高分解能SAR画像を得るには観
測後に一定の処理時間を要する 測後に一定の処理時間を要する

L一 一一 一一一

CQ>:たいへん優れている/ 0:優れている/ム:適さない/ x:不能

参考文献

1) F. M. Henderson， A. J. Le¥ivis (ed.)， Manual of Remote Sensing: Principles & App1ications 
of lMAGING RADAR， Jo1m Willey & Sons， NevvYork， 1998. 
2) Jane' s Space Directory 1999-2000. 

3) 1997 CEOSYearb∞k. 
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2. SAR画像の各種災害状況の把握



2.1 水害

衛星リモートセンシングによる水害被害の監視は，実質的には，洪水によってもたらされ

た湛水域の検出およびその経時変化の監視に集約される.このような応用に関しては， SAR 

は非常に適したセンサーと考えられる.一つ目の理由は， SARが天候に左右されずに観測

可能なことであり，水害が大量の降雨によってもたらされることから，洪水時の天候は雨天

あるいは曇天であることが多く， SARの全天候性の利点が最大限に発揮される観測対象と

いえる.二つ目は， SARでは地表面からのマイクロ波の後方散乱の強さにより地表面状態

の識別を行うが，洪水により地表面が湛水状態になると，表面の滑らかさが増大し，地表面

における SARの後方散乱(表面散乱)が非常に大きな影響をうけることにある.一般的に

は，鏡面反射成分が増大し，その結果後方散乱は大きく低下する.したがって，洪水による

湛水域(以下これを洪水域と呼ぶ)の検出は，一般的には SARの後方散乱の低下した地域

を抽出することにより，かなりの確度で行えることがこれまでの様々な事例研究からわかっ

ている.

しかしながら，実際には，洪水の規模やその時間変動のスピードにより，衛星搭載の SAR

による洪水域の抽出能力がかなり変わることも事実である.特に，日本のような狭い国土と

急峻な地形を有する国では，洪水域の空間的範囲がかなり狭い地域に限定されるとともに，

その時間変動も非常に速く，衛星搭載 SARで、は洪水域の検出自体が困難な場合も考えられ

る.一方，中国のような広い国土を持ち緩やかな地形が支配する国では，洪水域が空間的に

広大な地域を占め，しかも時間変動は緩やかであるため，相対的に衛星搭載 SARによる洪

水域の検出は容易で、あることが予想される.このように，空間的規模とその時間変動が衛星

搭載 SARによる洪水域検出の可能性を大きく左右する要因と考えられる.以下，そのよう

な要因の違いによる衛星搭載 SARの洪水域検出能力の検証の意味も含めて，衛星搭載 SAR

による日本と海外(中国)における洪水域検出の事例について述べる.
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2.l.1 日本の事例

日本国内における水害では，悪天候が比較的短期間に終わること，また，数 m 程度の地

表分解能で観測を行い，観測後数時間のうちに成果を作成することを求められる場合が多い

ので，小型固定翼機およびヘリコフターなどに航空カメラやビデオカメラを搭載して被害状

況の把握が行われている.そのため， SAR (合成開口レーダ)による水害観測の事例は，

ほとんど見あたらない.

ここでは， RADARSAT衛星に搭載された SAR(波長:5.6cm : Cバンド)による 2つ
の観測事例をあげ，衛星搭載SARによる国内の水害状況把握とその課題をまとめる.

(1) 茨城県那珂川下流域 (1998年8月) 1) 

1998年 8月 26日から 31日にかけて，北・東日本は平成 10年 8月末豪雨に襲われた.

那阿川上流の栃木県那須町における，同26日から 30日にかけての総雨量は年間降水量の2/3

を超える 1242mmに達した 2)。このため 那珂川上流(余笹川)地域および同下流の茨城

県水戸市周辺など、が水害を受けた.

水害が著しかった同8月29日5時43分 RADARSATS A R Fineモード(分解能10m)

による観測が行われた.水戸市岩根町付近の状況を図 2.l.l.1に示す1)画像幅は約 7.5km

である.川幅を約 190mに増した那珂川が，画面中央上端から右下端に流れている状況が，

黒い(マイクロ波の後方散乱強度が低い)帯として見られる.画像の中央上部，川のすぐ左

側下に認められる略楕円形の黒い部分が岩根町の湛水域である1)その他にも川の周囲に湛

水域が認められる.

建設省国土地理院は 8月 28日・ 29日に「地形・地盤条件と水害状況に関する現地調査」

を実施し， I那珂川下流域水害調査図J3)などを作成した.この図のうち， SAR画像に対

応する付近を切りだし， SAR画像の方位に合わせて回転したものが，図 2.l.l.2である.

水色と緑色で示された部分が平常時の水域と今回の湛水域をそれぞ、れ表す.

図2.l.l.1 S A R強度画像1) 図2.l.l.2 那珂川下流水害調査図 3) (部分)

RADARSAT Fineモードによる水戸市 国土地理院による現地調査結果.

岩根町付近の水害状況(1998年8月29日) 緑色の部分が湛水域. (1998年8月28-29日)

これは，昼夜の別なく，雲の存在にも影響を受けないSAR強度画像を用いて，低後方散

乱強度の領域として水面の分布が抽出できることを示す好例である.しかしながら，現地情

報がない場合には， 1回の観測によっては通常の水域と水害による湛水域との区別はできな

い.たとえば，図 2.l.l.1の中央部下端にある楕円形の黒い領域は 格川ダムの湖である.

したがって，地図が整っている国内の場合には，数値地図 25000(地図画像)や他の時期に

取得された光学センサによる衛星画像などとの重ね合わせを行えば， SAR画像の判読が容

易となる.この試みは，次の事例において述べる.
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(2) 高知県四万十川下流中筋川流域 (1999年8月) 4， 5) 
1999年 7月末から 8月初旬にかけて，四国を含む西日本では，台風 5号，台風 7号など
のため局地的な大雨に襲われた.たとえば，四国山地内の高知県本川村などでは 7月 24日
からの 4日間で 1000mmを超える雨量となった 6)高知県西南部の四万十川下流域では，
水田の水没がいくつかの地区で起き，刈り入れ直前の稲が完全に水没した7)高知県中村市

の四万十川支流中筋川流域では， 7月 27日から 28日にかけて水位が平常より約7m高くな
り8)同 29日午前の時点で東中筋地区などの水田が湛水域となっていた7)なお，同 31日
夜には，ほぼ平常水位に回復した 8)

この被害状況を観測するため， 7月 29日には観測スケジュールを決定し， 8月1日 18時
8分， RADARSAT S A R Standardモード(分解能 30m)による観測が行われた4，5) 
Fineモードを使用できなかったのは，このときは， Fineモードではこの地域の観測日が遅
くなるためであった. SAR強度画像を図 2.1.1.3に示す.図中で四角で固まれた領域が，
四万十川下流と中筋川の流域である.この観測時点では，四国地方は雨雲に覆われており光

学センサでは観測できない状態、であった.全天候性を持つSARによる災害状況把握の有効
性は明らかである.

図2.1.1.3 S A R強度画像4，5) 

RADARSA T Standardモードによる
四国西南部.四角の中が，四万十川|下流と

中筋川流域(1999年8月1日18時8分)

図2.1.1.5 東中筋地区(画像幅約2km)
数値地図 25000地図画像「土佐中村J9) 

より切りだし

←東中筋地区

(拡大図)

図2.1.1.4 RADARSAT S A R Standardモード 強度画像4，5) 
四万十川下流と中筋川流域(1999年8月1日18時8分)
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中筋川流域のSAR画像を図 2.1.1.4に示す4， 5) このうち，中央部分の白い四角で囲ま

れている領域が詳細に検討された東中筋地区である.この地域の地図画像を図 2.1.1.5に示
す9)中筋川の特徴的な屈曲部が見られる.この南側の水田が湛水した.さらに，平常時期

の画像と比較するために， 1999年8月 25日18時 8分にも同条件で RADARSATによる観

測が実施された.8月1日および25日に取得された東中筋地区のSAR強度画像を図2.1.1.6
に示す4， 5) 8月 1日のグランドトゥルースは行われていないが，中筋川の水位変化8)から

判断すると，すでに水はほとんど引いていたと推定される.また，同 25日については，観

測に合わせてグランドトゥルースを行い，刈り取り直後で水のない水田，倒れた稲が残って

いる水固などが広がっていることを確認した4，5) 

図2.1.1.6 RADARSAT SAR Standardモード 強度画像(束中筋地区) 4， 5) 
1999年8月1日および25日に取得.図中右下のスケールはO.5km.

lJ. ': ~ ;r ~ .. ..: ': ;~ 

図2.1.1.7 SAR 強度画像とJERS/OPS近赤外画像の重ね合わせ4，5) (画像幅約 5.5km) 
赤 :SAR強度画像の輝度レベルを反転した画像，緑および青:OPS (1998.7.3)近赤外画像

さらに， SAR強度画像の判読を容易にする試みとして， RADARSAT S AR強度画像デ

ータの輝度レベルを反転させて赤チャンネル， 1998年 7月 3日に取得された JERS/OPS

近赤外バンドを緑および青チャンネルに割り当てて画像を表示した.この場合，平常時の水

域が暗く， SAR強度画像での水域が赤く表示されることから，湛水域が赤で抽出されるこ

とが期待された.しかし 図 2.1.1.6および図 2.1.1.7に示されるように，水害直後の 8月

1日および 3週間以上が経過した同 25日についての解析とも，湛水域またはその痕跡は抽
出できなかった 4，5)。これは すでに水が引いていたからであると考えられ もう 3日-"'-'4

日観測が早ければ湛水域を抽出できたと思われる.

(3) 衛星搭載SARによる国内の水害状況把握に関する課題

日本の河川は増水から減水までの時聞が短く，上記の 2例についても約 5日-"'-'6日であっ

た.そのため，観測計画の柔軟性が高い RADARSATを使用しでも，観測要求受付が最短約

30時間前の現状では，被害を予測して観測を依頼することになる.また，国内の観測には

空間精度も要求されるため高分解能 Fineモードでの観測が必要であり，観測計画が制約を
受ける.今後，計画から判読まで，全体としての時間的改善も望まれる.さらに，航空機搭

載SARの活用も重要である.
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2.1.2 海外の事例 10)1山2)

一中国の洪水事例を用いた SARとTMによる洪水域抽出の比較研究-

広島工業大学 (HIT)では，学内に設置した可搬型衛星受信装置 (TGS)により， 1998 

年から日本の地球観測衛星 JERS-1(ふょう 1号)の SARデータの直接受信を開始した.

その受信期間中に 中国の長江流域および東北地方で大洪水が発生した.HITでは，直接受

信した JERS-1/SARデータから長江流域と東北部の洪水域を抽出し，特に長江の洪水に関

しては，解析結果をいち早く新聞等に公開するなど，洪水災害の周知に努めた.さらに，東

北部の洪水事例においては， SARデータからの洪水域の抽出方法やランドサット TMデー

タとの比較による SARデータによる洪水域抽出精度についての研究を行なった.以下その

結果を述べる.なお 本研究の内容は，後の参考文献 10から 12に発表されている.

(1) 研究の目的

人工衛星リモートセンシングは一度に広域を観測できるため，大規模な洪水災害を把握す

る上で非常に有効な手段である.しかし，洪水のような気象災害時には雲や霧が多く，光学

センサだけで広域を観測することは困難である.このような場合には合成開口レーダ(SAR)

の利用が有効であることが，これまでにも報告されている.しかし， SARデータを用いて洪

水域を抽出するための解析手順の定量化やその抽出精度については，まだ十分に検討されて

いるとは言えない.本研究では SARデータと光学センサデータから抽出される洪水域の比

較を行うことにより， SARデータによる洪水域抽出手順の定量化とその精度評価を行うこと

を試みた.

(2) 使用データ

本研究に使用したSARデータは，広島工業大学に設置されているTGS(Transportable

Ground Station)により直接受信処理されたJERS-1/SAR(1998年6月3日， 1998年8月30

日)と宇宙開発事業団 (NASDA)により受信されたJERS-1/SAR(1996年8月12日)であ

る.光学センサデータはLandsatTMのデータ (1996年8月21日， 1998年6月8日， 1998年8

月27日)を使用した.観測日はSARデータ，光学センサデータ共にほぼ同じ時期のデータで

ある.これらの画像をLandsatTMのデータを基準としてアフィン変換により重ね合わせた.

全ての画像のピクセルサイズは28.5X28.5mである.解析対象地域は，中国東北部の松花江

支流の搬江流域の102kmX30kmの地域である.表2.1.2.1に洪水域抽出に使用した経年変

化と季節変化のデータの組を示す.また，図2.1.2.1に解析対象地域を示す.

表2.1.2.1 使用したデータの組み合わせ

データの日付けの組み合わせ

(日付はdd/mm/yy)

センサー 季節変化データ 経年変化データ

圧沢S-l/SAR12/08/96-30/08/98 03/06/98-30/08/98 
lan也at江M 21/08/96-27/08/98 08/06/98-27/08/98 

図 2.1.2.1解析対象地
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(3) SARデータのキャリプレーション

広島工業大学では， TGSにより直接受信したデータをVEXCEL社のSARプロセッサ

(VSARP)で再生処理を行っている.再生されたJERS-1/SAR画像は，後方散乱係数が分

からない状態であるため，宇宙開発事業団 (NASDA)の標準処理データ(レベル2.1) を基

にキャリプレーションを行った.まず， VSARPで処理した 4バイトの 4ルックSAR画像と

レベル2.1の画像をアフィン変換により互いに重ね合わせ，散乱強度が強い箇所から弱い箇

所まで30点抽出し，各画素を中心とする5X5画素(合計25画素)の平均値を求めた. 2つ

のSARデータの聞には乗法性の相関があるため，回帰直線が原点を通るという仮定をいれて，

NASDAのレベル2.1とVSARPで処理したデータから回帰式を求め，その結果を用いて

VSARP処理のデータのキャリブレーション定数を求めた.

上記のキャリプレーシヨンの結果，両者のSARデータから後方散乱係数 (σ。)を求める

式は以下の通りである.

σo = 101og10Pn -68.2 [dB] (NASDAレベル2.1)

σ0= 101og10Pn -23.1 [dB] (VSARP処理データ)

ここで， Pnは処理済みSARデータのパワー値である.さらに， σOを8ピットの画像データ

で表すために，以下のような変換式により σoを画像のディジタルカウント(DN)に変換した.
DN = 5(σ0+ 30) 

(4) SARデータによる洪水域抽出方法

SAR画像においては，通常洪水域は後方散乱強度が非常に低い領域として(すなわち暗い

領域として)現れる.しかし，洪水域以外にも元々後方散乱強度の低い土地被覆が存在する

ので， SARデータのみから洪水域を抽出するには，洪水前後のSARデータを用いて，後方散

乱が低下した地域を抽出することが有効である.本研究においても，表2.1.2.1に示すよう

に洪水時の1998年8月30日と洪水前の1998年6月3日，同じく 1998年8月30日と1996年8月12

日のSAR画像を重ね合わせることにより，洪水域を抽出した.

まず，洪水前後の画像で， σ。の変化に対してしきい値 (Tc)を用いて洪水域を抽出した.

しきい値 (Tc) として， -2dB，-3dB，-4dBの3種類を用いた.しかし，湛水域以外の所でも

季節や年により変化があり，これらの影響を除くため洪水時の画像をしきい値 (Tvv) を用

いて水域と陸域とに分け 水域として現れている箇所だけを洪水域として抽出した.洪水域

抽出の条件式を以下に示す.

ー σ02-σo 孟 Tc ANDσ02孟 Tw

ここで， σ は洪水前の後方散乱係数， σ2は洪水後の後方散乱係数で、ある.なお， Twは

-14.4dBに設定した.

洪水域抽出画像はSAR特有のスペックルによりゴマ塩状のノイズが目立っていた.そのた

め，洪水前後の画像にウインドウサイズ3X3のミーンフィルター処理を行った.この処理後

もゴマ塩状のノイズがなお残るため，洪水域抽出後の画像に対してさらに多数決フィルタ処

理を行った.図2.1.2.3には季節変化の組み合わせによる洪水前後のSAR画像と，これらの

画像からTc=-3dBの条件で、洪水域を抽出した画像を示す.

(5) TMデータによる洪水域抽出方法

TMなどの光学センサーで、洪水域を抽出する場合には，近赤外域で水の反射が非常に低い

ことを利用するのが一般的である.しかし，実際には，水の濁度，水面からの反射，大気の

影響などにより近赤外バンドの値は変化する.たとえば，増水により水が濁っている場合，
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澄んだ水よりも輝度が高く表れる.また，太陽光が水面で反射して輝度が高くなることがあ

る.これらの影響を減少させるために，近赤外バンドのみでなく，可視域 (TMバンド 3) 

と近赤外域のバンド (TMバンド 4)から得られるNDVI(正規化植生指標)を求めて洪水

域抽出に利用した.NDVIは，近赤外域と可視域の差をとるため，水の濁りや水面反射，大

気の影響を少なくすることができるためである.また， NDVIは，水域で低い値をとること

が知られており，湛水により陸域から水域に変 SAR 

化した場合には， NDVI は低下する.この性質

を利用して 2時期のデータのNDVI変化から

洪水域を抽出した.

まず¥洪水前後のNDVIの画像の差をとり，

この差画像のヒストグラムの谷の部分の値をし

きい値 (Tc) として，洪水前後のNDVIの変化

LandsatTM 
-NDVI 

b 

d 

TPR(True production rate) d / (c + d ) 
FPR(False production rate) b / (b + d) 

値にスレッシユホールドをかけた.また，洪水 図2.1.2.2 洪水域抽出における評価指標
以外の季節や年の違いによるNDVI値の変化の

影響を除くためSARと同様，洪水後の画像に対してしきい値 (Tw) を設定して，以下の条

件式によって洪水域を抽出した.

NDVlz -NDVl1孟 Tc AND NDVlz孟 τ、7
ここで，NDVl1 は洪水前のNDVI，NDVlzは洪水後のNDVIで、ある.Twの値は一0.02に設定

した.

図2.1.2.4に，季節変化の組み合わせによる洪水前後のNDVI爾像とこれらの画像から洪水

域抽出を行った画像を示す.

(6) SARデータとTMデータによる洪水域の比較

本節では，前節までに求めたSARデータとTMデータによる洪水域の比較検討を行った.

ここでは， TM画像から抽出された洪水域が正しいという仮定の下に， SAR画像から抽出さ

れた洪水域の精度を定量的に評価した.評価のための指標として図2.1.2.2に示すようなTPR

とFPRを用いた.

表2.1.2.2には，経年変化によるTPRとFPR，表2.1.2.3には，季節変化によるTPRとFPR

の結果を示す.表2.1.2.2と表2.1.2.3の結果をTPR-FPRで評価すると経年変化では， Tcが-

3dBで最も良い結果となる.一方，季節変化では， TPR-FPRはTcを小さくする程良い結果

となった.しかし，同時にFPRはTcが小さいほど大きくなり， TPR-FPRだけで最適結果を

決めることには問題がある.SAR画像による洪水域抽出の誤差の原因の一つであるスペック

ルノイズは，本来の洪水域の内部でランダム状に分布している.したがって，それらは洪水

表2.1.2.2 洪水抽出におけるTPRとFPR 表2.1.2.3 洪水抽出におけるTPRとFPR
(経年変化データの場合)(単位:%)季節変化データの場合)(単位:%) 

Tc TPR FPR TPR-FPR Tc TPR FPR TPR-FPR 

Without -2.0dB 72.5 41.9 30.6 Without -2.0dB 73.5 19.8 53.7 

fi1ter -3.0dB 65.4 33.7 31.7 fi1ter -3.0dB 64.4 16.3 48.0 

-4.0dB 57.7 25.3 32.4 -4.0dB 54.4 13.2 41.3 

Me紅 1 -2.0dB 75.7 30.3 45.4 Mean -2.0dB 79.7 15.4 64.3 

fi1ter -3.0dB 67.3 15.9 51.4 fi1ter -3.0dB 68.6 11.0 57.6 

-4.0dB 58.2 8.8 49.4 -4.0dB 55.6 7.4 48.1 

Majority -2.0dB 76.6 27.3 49.4 Majority -2.0dB 81.0 14.3 66.7 

fi1ter -3.0dB 68.1 12.2 55.9 fi1ter -3.0dB 69.7 9.9 59.8 

-4.0dB 58.8 7.1 51.6 -4.0dB 56.0 6.2 49.8 
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域の目視判読を行う場合には，無視することができる.したがって， FPRが小さい場合を選

択する方が洪水の全体像を掴むためには効果的であると考えられる.

以上のような考察から， Tc=-3dBで、洪水域を抽出すると， TM画像で抽出した洪水域と比

較して，経年変化では約68%一致し，約12%が誤り，季節変化では約70%一致し，約10%

が誤りという結果になり，経年変化，季節変化ともにほぼ同程度の結果が得られたものと考

えられる.

TM画像で洪水域として抽出されながら， SAR画像では抽出されなかった場所は， TM画像

の目視判読から洪水前に裸地およぴ湿地と考えられる場所であった. JERS-1/SAR~まLバン

ドであり，裸地および湿地からの後方散乱はもともと小さく，黒っぽい地域として捉えられ

る.したがって，湛水しでも洪水前後の後方散乱の変化が少なく，洪水域として抽出されな

かったと考えられる.一方，河川水なと令水域の一部においては， TM画像では洪水域として

抽出されなかった一方， SAR画像で洪水域として抽出された.これは，洪水前の水面の一部

が波の影響により後方散乱が高くなっていたためと考えられる.

(7) 長江流域における洪水域抽出結果

上記の研究結果を踏まえ，長江流域で、の洪水域抽出を， JERS-1/SARデータとTMデータ

を用いて上記の研究と同じ方法で実施した.対象地域は，長江中流域の洞庭湖から武漢にい

たる地域である.同地域をカバーするためにはJERS-1/SARでは 3パス， TMでは 2パスの

データを接合する必要があった.図2.1.2.5には3パスのJERS-1/SARデータを接合した後，

非洪水時の1995年のデータと洪水時の1998年のデータを重ね合わせた画像，および同様に

1995年と1998年のTM接合画像のNDVI画像を重ね合わせた画像をそれぞれ示す.図2.1.2.6

には， SAR画像とTM画像から上記の方法と同じ方法により抽出された洪水域をそれぞれ示

す.さらに，TM画像とSAR画像による洪水域を互いに比較したが，長江の場合のTPRは約50%

という結果となった.これは， SARとTMの観測日が東北部の場合ほど良く一致していなか

ったためと考えられる.このように定量的な一致率はそれ程高い結果ではなかったが，図

2.1.2.6を見ると，洪水域のパタンとしては， SARとTMでかなり良い一致が得られているこ

とがわかる.

(8) 研究のまとめ

本研究では， SARデータと光学センサ (TM)データを用いて洪水域の抽出を行い，光学

センサデータによる洪水域を基準としてSARデータによる洪水域の精度を定量的に評価した.

本研究の結果として得られた結論は以下の通りである.

1) SARデータとTMなど光学センサデータを用いて抽出された洪水域は，パタンとしては

良く一致し，東北部のケースではSARとTMの観測日が近かったため，互いに70%程度の一

致率が得られた.一方，長江流域では両者の観測日にかなりの差があったこともあり，一致

率は50%程度であった.

2)洪水域抽出のためのJERS-1/SARの後方散乱の変化量としては， -3dB程度が妥当であ

ると考えられる.

本研究の事例となった中国の洪水の特徴として，洪水規模の時間的変化が比較的緩やかで、

ある点がある.これは，東北部でのSARとTMデータの洪水後の観測日が3日違っているに

もかかわらず，両者による洪水域抽出の比較が十分出来たことにも現れている.人工衛星に

よる観測ではその軌道の関係上どうしても観測日に関する制約が生ずるため，洪水域をタイ

ミング良く抽出することは，一般的にはかなり困難さを伴う.その意味で，今回事例となっ

た中国の洪水は衛星搭載のSAR~こよる観測にはかなり適した事例ということが出来る.中国

32 



以外に，タイやベトナムなどの東南アジアでも，中国の洪水と同様洪水発生から収束までか

なり長い時間がかかるので，衛星搭載のSARによる洪水モニタリングが現実的に可能な対象

と考えられる.ただし，韓国や北朝鮮においては，地形条件が日本に似ているため，洪水が

かなり短期間で発生・収束する場合が多く，衛星による観測は前者に比べると難しい場合が

あろう.
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図2.1.2.3(a) JERS-l SAR画像(03/06/98) (b) JERS-lSAR画像(30/08/98)
(c) JERS-l SAR画像から抽出された洪水域(白い部分) (MITI/NASDA所有)
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図2.1.2.4 (a) TM-NDVI画像(03/06/98) (b) TM-NDVI画像(30/08/98)
(c) TM-NDVI画像により抽出された洪水域(白い部分)
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(阻TI/NASDA所有)

図 2.1.2.5 1995年と 1998年の JERS-1/SAR接合画像の重ね合わせ画像(上)および
TM-NDVI接合画像の重ね合わせ画像(下)
上 JERS-1/SAR(23/10 + 22/10 + 11/06， 1995) + (13/09十 12/09十11/09，1998)
下 TM-NDVI (30/07十06/08，1995)十 (14/08+ 23/08， 1998) 
(SAR接合画像とTM-NDVI接合画像の各々のデータの日付は左から右の順に示す)
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図2.1.2.6 JER-l/SAR (上)および、TM-NDVI(下)から抽出された洪水域(白い部分)
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2.2 斜面災害

2.2.1 斜面災害とは
斜面災害には，地すべり，斜面崩壊・崩落，土石流・泥流からなる土砂災害と雪崩が含ま

れるが，雪崩は雪氷関連災害で述べるものとして，残りの地すべり，斜面崩壊・崩落，土石

流・泥流の定義を述べる1)

地すべりは広義には，土地の一部が地下水等に起因してすべる現象またはこれにともなっ

て移動する現象をいう(地すべり防止法).動きの速さと発生機構により， (狭義の)地すべ

りと崩壊 (slopefailure)に分類されるが境界は明確でない.地すべりは速さの最も遅いもの

で，緩斜面上の土塊がすべり面に沿って 1日数センチメ斗ルから数メートルとゆっくり継続的もしくは

間欠的に滑動するものを呼び，ある特定の地域や地質条件のところに発生している.これに

対し，斜面崩壊・崩落は急激に土塊が崩落する現象を呼び，斜面であればどこにでも発生す

るといわれている.広義の地すべりの発生の誘因は，降雨や融雪水の地下浸透が多いが，地

震の場合もある.地すべりは，水の地下浸透による水位の上昇により，土の努断強度が低下

し，すべり面を境に，重力の作用で土塊が移動する.

土石流・泥流は，大雨でゆるんだ山腹から，主として谷沿いに土砂石機等が供給水と混合

して流下する現象をいう.水と土砂石楽とが一体となり，かゆ状となってそれ自体に働く重

力の作用によって土砂石楽が運動する様式で流下する.土石流は，区磯，岩塊及び、流木を含

み，巨磯が先頭に集中して回転・滑動しつつ移動する.侵食力がきわめて強く，流下の途中

で渓床材料をまきこみ，渓岸をけずっていく.また，直進性があって進路にある小山を乗り

越えて進むことも珍しくない.泥流は，細粒分を多く含み，活火山や火山噴出物地帯に多く

発生する.

2.2.2 SARデータを用いた地すべりの検出
斜面崩壊や土石流の発生する日本の山地は，多くの場合，植生に覆われている.斜面崩壊

が起きた斜面や，土石流が流下した渓谷は侵食によって植生がはぎ取られ，光学センサーで

は可視域の輝度が増加し，近赤外の輝度が減少する.

SARでは後方散乱に注目すると，波長と災害が起きる前の植生の状態(たとえば樹木に
覆われているか草本に覆われているか)と災害後の地表面の起伏度(たとえば，巨磯・岩塊

に覆われているか泥に覆われて滑らかであるか)によって災害前後での後方散乱の様相が多

様なため，土砂災害の検出は容易な場合や困難な場合など様々である.さらに，土砂災害は

山地，急傾斜地で発生するため，斜面傾度の差異が及ぼす後方散乱変化，フォアショートニ

ングやレイオーバによる画像の歪み等， SARによる土砂災害の状況把握を困難にする要素
が多い.

清水ら 2)は，航空機搭載のSARから観測されたデータを用いて過去の地すべりの痕が刻
まれた地すべり地形の目視判読がどの程度まで可能であるかを詳細に検討している.カナダ

国立リモートセンシングセンターのSAR搭載コンベア580によって1984年10月から11月に
かけて取得した八幡平，二ツ井町(秋田県)のSAR画像を用いて地形を判読した. SAR 
画像は，縮尺1/5万に地理補正されている.X岡田fとL・田fとの比較ではX-HHがはるかに有効

であることと， X-HVとL-H耳， L-HVとし日fのでは画質の違いに大差ないことを示した.オフ

ナディア角65度と50度の場合の比較も行っており， 60度では照射背後の斜面が大きな影にな

り，滑落崖が判定できず地すべりの判読に適さないとしている. SAR画像を立体視すると
単一画像のみでは判定が困難な部分の判定が容易になるが，画質は同縮尺の垂直空中写真に

比べてかなり落ちると報告している.
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地すべりの状況把握では，インターフエロメトリ SAR(InSAR)を用いて地表変位
が生じた地点を抽出して地すべりを検出するとともに移動量の測定も可能である.

木村ら 3)は， J ERS ・1SARデータを用いて3パス・ディファレンシアルInSAR
により山形県板谷地区の地すべりの発生地域を検出した.検出された地域は他の方法で検出

したグランドトルースとほぼ一致した.しかし，背斜面でいくつかの小面積の誤抽出があっ

た.

渡辺ら 4)は，インドネシアジャワ島の地すべり地を1回帰のJERS-l SARのペア画
像を用いて InSAR解析を行った.コヒーレンスが0.1以上の領域だけをアンラップしたが，
低周波ノイズが重畳していたため，高周波成分での局所的な変動の評価を試みた. 3"" 4krn 

の距離で積算変位が1cm程度と変動が非常に少ない範囲の中に， 300""400mで数センチの

変動がある箇所が何カ所か認められた.また，小山の東斜面全体(約1kmX 1 km)が大き
く変動していると思われるものもあった.

Fruneauら5) は，フランスアルプスのLaClapiere地すべりのERS・lSAR画像を3日間
隔で連続して5画像取得し，とれから得られた6枚の位相干渉画像を解析した. 2週間の時
間間隔ではコヒーレンスは，地すべり地のほとんど全域でかなり残存していた.ペア画像間

で位相干渉画像は驚くほど似ており，少なくとも 12日聞は変位が定常的であったことが分
かった.干渉図から得られた変位の場は，地すべりの頂部と下端部にかけて非線形的に徐々

に変化していた.また，地すべりの西側部分では，かなり早い動きが見られた.干渉図から

得られた運動の大きさは地上調査と良く一致した. SARインターフエロメトリは不連続的
な地上調査では得られない，小規模な不定常な動きの証拠を示すことが出来た.

2.2.3 土石流・泥流の検出
SARを用いた土石流や泥流の検出は国内では，まだ報告されていない.海外では，
ERS-l SARを用いてフィリピンのピナツボ火山のラハールを観測した例がある.
ラハールとは，水が誘因となる火山の斜面災害を一括して表現する専門用語である.火山

体斜面に何らかの理由で大量に水が発生し，砕屑物と一緒になって流下することがある. こ

のような流れは，砕屑物が占める割合が大きいものから順に，土石流 (debrisflow) ，泥流 (mud

flow) ，洪水 (flood)などと区別して呼ぶこともあるが，インドネシア語のラハールC1ahar)

を総称として用いると便利である 6)

Chorowiczら7)は， 1993年6月9日と1993年8月13日のピナツボ火山のERS剛 1SAR 
を用いてラハールの検出を行った.1993年6月9日は雨季の前， 1993年8月13日は雨季の最

中である.現地調査やラハールの表面の物理的性質の考察から表面の粗さ，土壌水分量，形

状・形態を手がかりにして，新しいラハールや活動中のラハールに覆われた地域を検出する

ことができた.

図2.2.3.1に研究対象域を示す. ERS ・1SARの白黒画像を図2.2.3.2と図2.2.3.3，およ
び¥図2.2.3.4にを示す.これらの画像中の新・旧ラハールおよび活動中のラハール等の説明

を表2.2.3.1にまとめて示した.

最近のラハールは，表面粗度の高いものや低いものがあるが湿っている.流走中のラハー

ルの表面が乱れて粗い.最近堆積したラハールと流下中のラハールの後方散乱は値が高く，

平坦で滑らかな表面の乾燥している古いラハールの堆積地や浅く穏やかな水に覆われたラハ

ールの後方散乱の値とは異なる.

図2.2.3.5は， 1993年6月9日の画像に青と緑を割り当て， 1993年8月13日の画像に赤を割

り当てて作成したカラー合成図である. 1993年6月9日の画像で平坦で滑らかなラハールに

覆われていて， 1993年8月13日の画像で表面が粗い新しいラハールや流動しているラハール

に覆われている部分は赤く見える.また， 1993年8月13日の画像で新しく堪水した部分の多

38 



くはあさぎ色に見える.

ラハールの堆積によって，流水路の合流，扇状地に似た模様，湖の堰やj函養源，流路の移

動などの地形要素が現れ，これを認識・観測できた.さらに，台風シーズン中に本川の河床

やその近傍で発生したラハールのみならず，大きな海岸平野に発生した洪水も検知できた.

2.2.4 斜面災害のまとめ

本報告をまとめるにあたり新たに文献調査を行った.文献調査の範囲では， SARを用い

て地すべりを検出した例は日本でもあったが， SARインターフエロを用いて地すべりの移

動量を測定しグランドトルースと比較したものはなかった. SARインターフエロメトリを

用いた地すべりの観測は，解析の過程で、ルック処理や空間フィルタ処理が必要なため，十数

メート)vの小規模な地すべりの観測は困難である.日本では大規模な地すべりの兆候が見ら
れると，災害を未然に防ぐために迅速な対策工事がなされる.このため，日本では2.2.2で紹

介したフランスアルフスの例のように 1・2cm/dayの変位が継続して発生することは希であ

り，研究を目的として事前に調査地域を設定してSAR画像をタイミング良く取得すること

は困難である.しかし， 1 n SARは地すべりの兆候を検知する手段として有効と考えられ

るので，実利用・実運用を実現するために引き続き研究することが必要である.

日本では災害による人的被害は，大地震を除くと土砂災害，特に土石流，斜面崩壊・崩落

によるものが多い.この状況を鑑み，ピナツボ山のラハールの観測例を詳しく紹介した.土

石流，斜面崩壊は短時間・急激の発生するため，発災時には迅速な対応が必要である.この

ため，昼夜を問わず全天候性をもっSARの特徴が生かされる.

発災時のみならず災害が予測される台風等の豪雨時に航空機SARで上空から監視を行い住

民に災害情報をリアルタイムで伝える航空機SARによる災害情報システムがすでに提案され
ている8)。
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図2.2.3.2 Bucao} I I地域 a)1993年6月9日の画像;b) 1993年8月13日の画像.
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図2.2.3.3 Sto. Tomasふtlarella}11地域:a) 1993年6月9日の画像;b) 1993年8月13画像.
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表2.2.3.1 新 e旧ラハールおよび活動中のラハール等の特徴

図2.2.3.1 (a) 

A: 非常に明快な表面の粗い小川

B: 古いラハール (1993.6/3， 6/26)の浸食によってできた急な斜面(明るさは斜面の方向に依存)

C : (Bよりさらに)古いラハールで小さなガーリに刻まれたもの

D: 平らで滑らかな表面の乾いたラハール，の堆積物または穏やかな浅い水

F: 滑らかなラハールの堆積物や穏やかな流水に満たされた狭い谷を形成する主要な川

川の位置が異なる(図2.2.3.1(b)に対して)

G: 扇状地の形状がわずか(図2.2.3.1(b)と異なる)

H: Buao River下流北側の平らな土地，明るい灰色の表面

図2.2.3.1(b) 

C : (Bよりさらに)古いラハールで小さなガーリに刻まれたもの

D: 現に活動中の荒いラハールまたは湿った滑らかな新鮮なラハール (8/13)

F: 川の位置が異なる(図2.2.3.1(a)に対して)

G: 扇状地のような構造が明確

H: Buao River下流北側の平らな土地，穏やかな静水がに対応(明るい灰色の表面→黒い表面)

L: 平らで滑らかな表面の湿ったラハールの堆積物または穏やかな浅い水 | 

T: ラハール合流するようなパターンで走る ! 
図2ム3.2(a) 

B' .古川ール(1朔的 6/26)の浸食によってで出な斜面(方向によっ叩くなった恥よi
ったりする)

F: 滑らかなラハールの堆積物や穏やかな流水に満たされた狭い谷を形成する主要な川 i 
M: Mapanuepe湖(風が強く波が立っている

図2.2.3.2(b) 

E: 川に沿った表面が黒く見えるもの i 
M: Mapanuepe湖(風が穏やかで暗く見える)

図2.2.3.4(a) 

G: 扇状地の形状がわずか(図2.2.3.1(b)， 図2.2.3.4(b)と異なる)

図2.2.3.4(b) 

G: 扇状地のような構造が明確(図2.2.3.1(a) 図2.2.3.4(心と対比)

W:ラハールによる扇状地の北に生じた小さな湖

図2.2.3.5(a) 

P: ラハールによる扇状地

Q: 新しく乱れたラハールが，表面の粗いラハールの上に堆積

W:ラハールによる扇状地の北に生じた湖

6月の画像では表面が粗く灰色， 8月の画像では静水に覆われ暗いため， あさぎ色にになる.

図2.2.3.5 (b) 

N: 本来の古い粗い表面のラハール上に 8月の画像では平坦な表面が乗る.

Q: 新しく乱れたラハールが，表面の粗いラハールの上に堆積
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図2.2.3.4扇状地に似た構造(図2.2.3.2のWの位置を参照): 

a) 1993年6月9日の画像;b) 1993年8月13日の画像.
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図2.2.3.5 1993年6月9日の画像(青と緑)と 1993年8月 13日の画像(赤)のカラー

合成画像 a)Bucao川地域 b)Sto. Tomas・Marella川地域.
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2.3 森林火災

森林火災は，人工衛星リモートセンシングによるモニタリングの重要な対象の 1つである.

しかし，一般的には光学センサーに頼ることが多い.これは，森林のスベクトル特性が火災

により非常に大きく変化するため，森林火災地域をスペクトル変化として捉えることが容易

であるためである.一方， SARデータを用いた場合には，後方散乱の変化として捉えるこ

とになるが，一般的には森林火災による後方散乱の変化を捉えることはそれ程容易ではない.

この理由としては，まず森林の後方散乱特性が葉だけでなく，枝，幹および地表面状態とい

った複数の要因により左右されることがある.さらに，森林は山岳地域に位置することが多

く，森林の後方散乱には傾斜の影響も入り込んでくるため，後方散乱特性が森林だけの要因

で決まらないことも理由の lつである.一方，森林火災とは直接の関連はなくても，森林の

変化，特に伐採による変化を SARデータによりモニタリングすることは可能で、あり，特に，

熱帯林の変化のモニタリングには SARデータの利用が有望視されている.ここでは，最初

に，広島工業大学で行なった SARデータによる森林火災抽出の事例研究を紹介し，山岳地

での森林火災における SARデータの適用の困難さを明らかにするとともに，スマトラ島に

おける JERS-1/SARデータによる熱帯林モニタリングの事例研究を紹介し，熱帯林モニタ

リングへの SARデータの適用可能性を明らかにする.

2.3.1 光学センサーと SARデータによる山火事跡地の検出の事例

(1) はじめに

瀬戸内沿岸地方では毎年山火事が発生している.広島県大野町の経小屋山の斜面では，

1998年3月8日および1999年5月2日に，ほほ同じ場所で山火事が発生した.広島工業大学で

は，衛星リモートセンシングによる災害モニタリングシステム開発の一環として，光学セン

サと合成関口レーダ (SAR)データを用いて，上記の山火事のモニタリングを試みたので，

その結果を報告する.

(2) 対象地域及び使用データ

解析対象地域は，広島県西部に位置する大野町である.衛星データとしては，表2.3.1.1

に示す光学センサ及びSARデータを用いた.

表2.3.1.1 使用した光学センサーおよびSARデータ

Satellite Sensor Observation Date 

LANDSAT/TM 1998.4.4 

SPOT/XS 1999.5.10 

ERS-1/SAR 1993.6.5 

JERS-1/SAR 1998.5.14 

RADARSAT /SAR 1999.6.2 

(3) 地上調査

1999年の山火事後の5月9日に，被災地現場においてMSR-7000によるスペ>Nル観測を

行った結果を図2.3.1.1に示す.曲線はMSR-7000により観測した分光反射率，直線は5月10

日に観測されたSPOTデータから算出した分光反射率である.焼失地の分光反射率は，炭化
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した場所で近赤外の極端な低下を示す.本観測においても正常林の葉に対して，焼失した葉

は近赤外域において分光反射率の低下が確認された.

(4) 山火事跡地の検出

(a) 光学センサデータによる山火事跡地の抽出

高分解能衛星デ}タによる山林焼失地の検出では，まず衛星データを精密に地図に重ね合

わせる必要があり，そのためには標高差を考慮した精密な幾何補正が必要となる.ここでは，

標定残差 1画素以内で回帰モデルによる標高歪みの補正を行った.図2.3.1.2及ぴ図2.3.1.3

に幾何補正された焼失前後の時系列データセットを示す.次に上記に示したスペクトルの変

化を利用して焼失地を抽出するため，幾何補正後の画像に教師付き最尤法によるマルチスペ

クトル分類を施した. 1998年の焼失地の抽出には図2.3.1.2に示した1998年4月4日の

LANDSAT/TMデータ， 1999年の焼失地には図2.3.1.3に示した1999年5月10日のSPOT/XS

データを使用した. 1999年のデータの分類による焼失地域を図2.3.1.4に示す.白色が山火

事跡地，グレー色が海域，黒色がその他の地域である.また，表2.3.1.2に現地の消防署に

よる公表値と，衛星データにより抽出した焼失面積[ha]を示す.

表2.3.1.2 衛星データと公表値による焼失面積

Year 
Official 

Satellite data [ha] 
announcement[ha] 

1998 28 27.36 

1999 136 128.70 

(b) SARデータによる山火事跡地の検出

山火事発生前のERS-1(1993年6月5日)，および発生後のJERS-1(1998年5月14日:図

2.3. 1. 5) と ~ARSAT(1999年6月 2 日:図 2.3. 1. 6) のSAR画像を用いて山火事跡地の観測を行

った.図2.3. 1. 5 と図2.3. 1. 6 に示すJERS-1/SAR画像と~ARSAT画像には，それぞれ1998

年と1999年の山火事で焼失した地域が含まれているが，画像中で，焼失した森林と正常な

森林を区別することは困難で、ある.したがって， L-band， C-band共に山火事による焼失

地をSARデータの後方散乱の変化により抽出することは困難であった.また，焼失地の検出

においてはSAR特有のフォアショートニングによる幾何学的歪みのため，他のデータと完全

に重ね合わせることは困難であり，山火事跡地抽出の際の障害のーっとなった.

(5) 研究のまとめ

本研究では，災害モニタリングシステム開発の一環として光学センサと合成開口レーダデ

}タを用いて山火事跡地の検出を試みた.光学センサデータでは，回帰モデルによる標高歪

みの補正を行い，最尤法分類を行うことで精度良く山火事跡地を抽出することができた.

一方， SARデータでは，今回の解析結果を見る限り，後方散乱強度だけでは，山火事跡地

の検出は困難と考えられる.しかし，これまでの研究によると，干渉SARを利用すると後方

散乱強度の変化では捉えられない土地被覆変化も検出できる可能性が明らかになっているの

で，今後の課題としては，干渉SARを利用した山火事跡地の検出可能性を検討する必要があ

ろう.
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Wavelength [nm] 

図2.3.1.1 MSR-7000とSPOT/XSによる
山火事焼失地のスペクトル測定結果

図2.3.1.2 LANDSAT/TM (1998.4.4) 
(暗緑色の地域が焼失地を示す)

図2.3.1.3 SPOT/XS (1999.5.10) 
@ CNES 1999 (暗緑色の地域が焼失地を示す)
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図 2.3.1.4SPOT/XS(1999.5.10)の分類に
より抽出された焼失地(白の領域)

図2.3.1.5 JERS-1/SAR (1999.5.14) 
( MITI / NASDA所有)

図2.3.1.6 RADARSAT/SAR F4F (1999.6.2) 。CSA/RSI1999



2.3.2 SARデータによる熱帯林変動モニタリング事例

現在，地球上の森林の消失が地球環境の観点から大きな問題となっている.特に，熱帯地

方の森林，いわゆる熱帯林は，そのほとんどが開発途上国にあり，それらの国の経済発展に

伴って，熱帯林が急速に減少していくことが懸念されている.熱帯林の消失の直接の原因は

そのほとんどが人為的な開発行為によるものであり，森林火災などの災害に起因するものは

少ない. 一方，現実に発生する森林火災は，森林伐採などの開発行為が原因となっている場

合が多い.したがって，熱帯における森林火災と森林伐採は互いに密接に関連するものであ

る.SARデータでは， 2.3.1の事例研究に示されている通り，森林火災そのものを捉えるこ

とは，光学センサーに比べると相対的に困難であると言えるであろう.しかし，森林伐採に

よる土地被覆変化を捉えることは十分可能であり，特に熱帯地方では雲に覆われる確率がた

かいこともあり， SARデータの利用が大いに期待されている.ここでは，広島工業大学で

実施した JERS-1/SARデータを用いた熱帯林の伐採のモニタリング事例を紹介し， SARデ

ータの森林モニタリングへの適用可能性を明らかにする.

(1) 研究の目的

近年，地球環境問題の観点から，開発に伴う熱帯雨林の伐採と消滅が問題とされている.

しかし，その実態は必ずしも十分に明らかにされているとは言えない.熱帯雨林の伐採が現

在どのように進行しているのかを適確に把握するためには，衛星リモートセンシングが 1つ

の有効な手段と考えられる.特に，全天候型の合成関口レー夕、 (SAR)データは，雲被覆の

多い熱帯地方でも観測が出来 これまでの研究からも熱帯林のモニタリングへの適用可能性

が得られている.本研究では，光学センサと SARセンサによる人工衛星データを用いて，

熱帯雨林の開発と伐採状況のモニタリングを行うためのケーススタディを行った.研究対象

地域は，インドネシアのスマトラ島の一部であり，衛星データとして，時系列の MOS-1

MESSR， SPOT HRV，およびJERS-1SARデータを用いた.

(2) 対象地域の状況

研究対象地域を図 2.3.2.1に示す.スマトラ

島南部の中央部に位置する 50 Km四方の地域

を対象とした(図の四角で固まれた地域).スマ

トラ島は全島的に泥炭地が広く分布し，その上

に生育する湿地林も広く分布する.このような

湿地林は人間の生活には適さないため，これま

ではほとんど手付かずの自然の状態で維持され

てきた.しかし，近年，油やし等の商品作物の

需要の増大が経済発展のための開発の原動力の

1つになり，また，政府の開発奨励策も相まっ

て，対象地域においてもフランテーション開発

が進み，それに伴って湿地林もまた開発のター

ゲットになっている.その開発のテンポは最近

になるほど加速されており，今回対象とした地域
図2.3.2.1 研究対象地域

では，現在，湿地林はほとんど消滅状態にある.また， 1997年に問題となった森林火災に
おいても， NOAA画像により対象地域からも火災の煙が盛んに放出されていることが確認

されており、フランテーション開発が煙害とも密接に関係していることがうかがえる.
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(3) 使用データおよびデータ処理

表 2.3.2.1に使用した衛星データの一覧を示す.JERS-1 SARデータについては，宇宙開

発事業団(NASDA)作成の Level-Qデータを VexcelSAR Processor (VSARP)により画像

化し，マルチルック処理により 25m分解能のパワ}画像を生成した.さらに， VSARPによ

るパワー画像と NASDALevel-2.1プロダクトの比較に基づいて，パワー画像を SAR後方

散乱係数(σ0)に変換した.最後に，すべてのデータについて， SPOT HRV画像を基準とし

て互いに位置合わせを行った.

表2.3.2.1 使用した衛星データ一覧

Sensor Observation Date (yy / mm/ dd) 
MOS-1 MESSR 90/5/23 
SPOT HRV 97/06/30 & 98/08シ10

-・・・・------ー・---刷・ー・・・・ーー・------・----_.._---・・・----------圃幽幽---ー・・.・・6・・・・・・--圃・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・--・・.帽綱・・・・----圃圃・・・---

JERS-1 SAR 92/10/24，94/07/02，96/09/01， 
97/02/24，97/07/06，97/10/02， 
97/12/29，98/03/27，98/09/19 

(4) 衛星データによるモニタリング結果

(a) 光学センサによる結果

MOS-1 MESSRおよび SPOTHRVの光学センサのフォールスカラー画像では，天然の

湿地林は暗い赤色で表わされ，他の人手のはいった択伐林等との判別は容易である.図

2.3.2.2には，画像判読によって求めた天然林の面積の経年変化を示す.これにより対象地

域の天然湿地林の面積が近年になって急激に減少したことがわかる.すなわち， 1990年か

ら 1997年の 7年間に天然林の面積は約半分に減少したが，その後の 1年間に，残った天然

林がほぼ完全に消滅したことになる.

図 2.3.2.3には， 1997年と 1998年の SPOTHRV画像から求めた植生指標(NDVI)の画

像を示す.図から，画像の上部および中央部にかけて NDVIの低下が顕著に現れており，

これらの地域の森林(実際にはほとんどが天然林)が1年の聞に伐採されたことがわかる.

なお，画像の右側の領域では NDVIがむしろ上昇傾向にあるが，これはプランテーション

作物の作付けまたは生長によるものである.
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図2.3.2.2 光学センサーデータから求めた天然林の面積の経年変化
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図2.3.2.3 SPOTデータによる NDVI画像(Left:97/06/30， Right: 98/08/10) 

。CNES1997/1998 
(b) SARデータによる結果

JERS-1 SAR画像では 光学センサ画像で容易に判別された天然林と択伐林は，両者と

もに同じような後方散乱の強さを示し，それらの判別は困難である.しかし，熱帯林が伐採

されると SAR画像の後方散乱に何らかの変化が起こるので，伐採地の判読は可能である.図

2.3.2.4には，表 2.3.2.1に示す時系列の JERS-1SAR画像の判読により得られた森林伐採

の面積の経年変化を示す.図 2.3.2.4により，対象地域の森林伐採が 1996年までは比較的

緩やかに進行していたのが， 1996年以降急激に進んだことがわかる.このような森林伐採

速度の変化は，図 2.3.2.2の天然林の急激な減少に対応していることが明白である.

図 2.3.2.5には 1996年9月から l年半後の 1998年3月までの聞の時系列の SAR画像

を示す. これらの画像のパタンからも，対象地域の土地被覆状況が 1年半の聞に大きく変化

したことが読み取れる.
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図2.3.2.4 J E R S -1 / S A Rデータから求めた森林伐採面積の経年変化
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96/09/01 97/07/06 

97/10/02 98/03/27 

図2.3.2.5 時系列のJERS-1/SAR画像 (MITI / NASDA所有)

(c) 森林伐採による SAR後方散乱の変化

図 2.3.2.5の画像を見ると，森林の後方散乱強度は伐採後にむしろ上昇する傾向が見ら

れる.さらに，場所によっては一旦上昇した後に逆に低下する傾向も見られる.森林伐採に

より後方散乱が上昇することは， SARの特性と一見矛盾するように見える.しかし，アマ

ゾンの熱帯雨林を対象とした既存の研究でも同様な結果が報告されている.これは，伐採後

に地面に放置された倒木の単散乱によるものとされている.本研究の対象地域においても，

例えば図 2.3.2.5の 1997年7月6日の画像で後方散乱が明るく変化した場所で，火災によ

る煙が上がっているのが SPOTHRV画像(97/06/30)により確認されており，伐採後に倒木

の焼却処理が行われたことが容易に推定できる.このような状況を考えると，伐採後に後方

散乱が上昇することは十分に説明がつくものと考えられる.

図 2.3.2.6は，以前は天然の湿地林であったが， 1998年の SPOT画像で伐採が確認さ

れた地域を 9個所選び，それらの後方散乱の時間変化を表わしたものである.9個所の天然

48 



林のうち， 1から 3までは， 1997年の SPOT画像ですでに伐採が確認された地域 4から
9までは，その後に伐採されたことが確認された地域である.また，伐採されずに残った択

伐林の後方散乱の変化も同時に示しである.この図から， 9個所の天然林ともすべて，伐採
後に一旦後方散乱が上昇しその後低下していることが明白である.それに対して，伐採され

なかった択伐林は後方散乱の変化が少なし伐採地とは対照的であることがわかる.
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図 2.3.2.6. 伐採された天然林(PrForest)と伐採されずに残った択伐林(ScForest)における

SARの後方散乱の時間変化

研究のまとめ

以上述べたケーススタデイにより，熱帯林の伐採のモニタリングに JERS-1/SARデータ
を用いることは十分可能で、あると考えられる.ただし，伐採による SARの後方散乱の変化
は，従来言われているように，伐採により森林バイオマスが減少するため後方散乱が低下す

るという単純な変化ではなく，少なくとも本対象地域においては，熱帯林の伐採後に一旦上

昇し，その後低下するというかなり複雑な変化をすることが明らかにされた.このような

JERS-1/ SAR画像の特性が明らかにされたことにより，今後打ち上げ予定の Lバンドの
ALOS/PALSARによる熱帯林のモニタリングの可能性を示したものとして注目される.

(6) 

森林火災検出における干渉SARの利用可能性

2.3.1の研究のまとめにおいては，干渉SAR利用の可能性について述べた.日本におい
ては現在のところ干渉SARにより森林火災地を検出した事例はないが，海外，特に，イン
ドネシアの熱帯林においては，火災跡地の検出にERS-l，2のタンデムモードで得られ
たSARの干渉ペアが使用された事例が報告されている.これは，火災跡地では， S ARデ
ータの干渉処理から得られるコヒーレンスが通常の森林より高く出ることを利用するもので

ある.JERS-l/SARおよび今後打ち上げ予定のALOS/PALSARの場合には，
タンデムの運用は存在しないが，これらのSARはLバンドであり， ER Sーし 2/SA 
RのCバンドに比べると，森林部分での干渉性に優れているという特徴がある.したがって，
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繰り返し観測(リピートパス)による干渉ペアでも，熱帯林等における森林火災跡地や森林

伐採地の検出に十分利用できる可能性が考えられる.実際， 2. 3. 2で述べた熱帯林の伐採
地の検出においては， JERS-l/SARのリピートパス干渉ペアから得られたコヒーレ
ンス情報を併用することにより，伐採地の検出がより確実になるという結果が予備的に得ら

れている.したがって，今後，森林火災検出に SARデータを有効に利用するためには， S 
ARデータの後方散乱強度の情報だけでなく，干渉SARから得られるコヒーレンス情報の
利用方法についても，種々の事例研究を行っていく必要があろう.

参考文献

1)菅，小黒，竹内，小西けも学センサと合成開口レーダデータによる山火事跡地の検出，第27回

日本リモートセンシング学会特講演会翁論文集， pp225-226，1999年11月.

2)竹内，菅，小西:衛星リモートセンシングによるスマトラ島の熱帯雨林伐採のモニタリ

ング，平成 11年度日本写真測量学会/日本リモートセンシング学会合同学術講演会発表論

文集， pp63-66， 1999年5月.
3) S.Takeuchi and Y.Suga : Monitoring of the Change of Tropical Rain Forest Using 

Optical and SAR Sensor Data， Presented at 50th IAF Congress， IAF-99-

C.2.07，Amsterdam，Oct.，1999. 
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2.4 火山災害

合成関口レーダ (SAR)による火山観測の目的には，あえて区別すれば，主として地球科学的な

目的を持った観測と，差し迫った災害対応のための資料収集を目的とするものがある.両者を峻別す

ることは困難であるカ1本報告書で、は後者への適用に絞って述べる.
SARによる火山観測が地球物理学的な目的で実施される場合には，火山周辺の地下での圧力状態

変化やマグマ移動・地震活動にともなう地表面の変形を，数cmの精度・数十m程度の空間分解能で、

面的に計測することができる干渉SAR技術1)2)を用いることが多い.この分野での成果は，たと

えばMassonnetand Fe包1(1998)3)にまとめられている.また，火山学，地質学，あるいは土木工

学的な見地から，火山周辺の地質構造・堆積物の分布・地盤特性などを面的に調査するため， SAR 

による観測を行う場合もある.とくに，雲の多い地域ではSARの全天候性が生かされて，火山周辺

の地質構造や時代別の溶岩・火砕流・泥流の分布などが明らかになっている4) 5) これらも，災害対

応のための重要な基礎情報ではあるが，現に起こっている災害状況の把握というよりは，より広い意

味での土地被覆分類におけるSARの応用と考えられるので，本報告書では対象としない.

2.4.1 火山災害状況把握と SARの特性

本報告書では，地表で比較的短時間のうちに生じる火山活動(とくに噴火)が直接的にヲ|き起こす

火山災害の把握ついて述べる.火山災害状況を把握する際にも，マイクロ波を用いる能動型センサで

あるSARの次の特性6)が生かされる.

1)雲・噴煙の存在や太Fあ搬の状況(昼・夜)による景簿をほとんど受けない(全天候性). 
2)衛星高度(数百km)からでも 10m程度の高分解能を達成で、きる.

3)目標の形l犬，表面の状態(あらさ，合フ降など)，散乱過程などを反映した情報をもたらす.
4)後方散乱波の位相および偏波の情報を活用できる.前者ではインターフエロメトリ(干渉処理)
による地形計測，後者ではポラリメトリ(多偏波善局則)による地表被覆分類を行うことができる.

SARにより取得されたデータは，適切に処理されて，マイクロ波の後方散乱強度が強いほど画素

が明るく表現される強度画像(振幅画像)，または，各画素について受信されたマイクロ波の位相情

報まで含んだ複素画像として利用される.

また， SARによる火山観測に使われるプラットフォームには，人工衛星 (JERS-1，ERS-1およ

ぴ ERS-2，RADARSAT，スペースシャトル)，航空機(ジェット機，セスナ機)などがある.噴火

活動カ当数しいときには，航空機が火山周辺を飛行することは危険であり，はるか大気圏外から観測で

きる人工衛星はこの点で優れている.また，人工衛星では，軌道の条件が合えば，地渇えとほとんどす

べての地域の火山観測が可能である.一方，人工衛星は一定の軌道を周回することが通例で，火山を

自由な方向から適時に観測することができない.その点では，観測条件(向き，時)を比較的自由に

設定でき，観測から結果を得るまでの時間が比較的短いという点では，航空機が優れている 7) 8) し

かし，使用機種によっては，天候，航続距離および使用可能な空港施設などの条件から，航空機運用

上の制約を受けることがある.

実際には，観測目的， SARの特性(波長，偏波，分解能，入射角)，データ処理システム，観測

結果作成までの時間的余裕，プラットフォーム運用上および経済的な制約などを総合的に考慮して観

測方法が決定される.
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2.4.2 SARによる火山災害観測の事例

(1) 噴煙および空中の火山噴出物

噴煙や空中の火山噴出物の分布を早期に把握することは，航空機の安全確保や降灰被害予測など

のために重要である.人工衛星に搭載された光学センサやカメラによって，噴煙や空中に放出された

噴出物の濃密な部分を観測することはできる 9)が，噴煙の下の状況を観測することはできない.一

方，マイクロ波は噴煙などを透過するため SAR画像では噴煙などを観測することはできない.そ

の事例10)を図 2.4.2.1に示す.なお，干渉処理を応用した場合には，噴煙など、に含まれる水蒸気分

布を抽出できる可能性11)はあるが，その実現可能性の検討は今後の課題である.

牛唱~ .曹日E岨ぷ温. 也ごI古色4品~;函

図2.4.2.1 Kliuchevskoi火山噴火(カムチャツカ)の光学カメラとSAR観測結果の比較10)

左はスペースシャトル搭乗員が光学カメラで撮影(噴火開始直後:1994年 9月 30日).噴煙は高

度 18kmに達している.噴煙と噴煙の影が火山表面の観測を妨げている.右は同じシャトルに搭載

された SIR-C乃(-SARによる，偏波を考慮したCバンドおよびLバンド画像の重ね合わせ(同年 10

月 5日).画像の下が北，画像範囲は約 75kmX100km，画像の上方から下方に向けてレーダ波が照

射されている.噴煙に妨げられずに地表の観測が行われ，積雪域が赤く表示されている.各色へ割り

当てられた画像の波長および偏波の組み合わせ (H:水平， V:垂直，送信・受信の}IIIDは次の通り.
赤:LバンドE丑-I，緑:LバンドHV，青:CバンドHV. (<9NASA/JPL) 

(2) 溶岩流

流動|主に富む玄武岩質溶岩を噴出する火山では，大量の溶岩が火山の斜面を流れ下って構造物を破

壊し災害を引き起こすことがある.

ここでは，玄武岩質溶岩が頻繁に噴出されているハワイ島で，スペースシャトルに搭載された

SIR-Cぽ-SAR( Spacebome lmaging Radar-C and X -Synthetic Aperture Radar )により，溶岩
分布を観測した事例を， MaunaLoa火山 12)13)とKi1auea火山 14)15)について図2.4.2.2に示す.

Cバンド(波長6cm)とLバンド(波長24cm)の多波長，直交する水平 (H)偏波と垂直(1)

偏波の多偏波による観測を行い，それぞれの強度画像を表示色の赤，緑，青にそれぞれ割り当てるこ

とにより，溶岩表面の粗さや火山堆積物のマイクロ波に対する相互作用の差を反映したカラー画像が

合成されている.Mauna Loa火山 12) 13)では，表面のなめらかな溶岩は赤で，より表面の粗い溶岩
は黄および白で表されている.また， Ki1auea火山 14) 15)では かつての火山活動で噴出した溶岩

が，植生に覆われた溶岩も含めて，容易に判別できる.なお，このときのKi1auea火山の観測では

約 200mの長さの移動する溶岩流も観測されており，将来の観測によって溶岩流がもたらす地形変化
を把握できる可能性がある 15)
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図2.4.2.2 MalUla Loa火山12) (左:1995年)および、Kilauea火山14) (右:1994年)

SIR-Cぽ-SAR(スペースシャトル搭載)による，偏波を考慮したCバンドおよびLバンド強度

画像の重ね合わせ.赤 :LバンドE丑f 緑 :LバンドI-N 青:CバンドI-N.

(<9NASA/ JPL) 

また， Kilauea火山では，航空機 (NASADC-8)搭載1DPSARCAircraft Topographic Syn出etic
Aperture Radar)のCバンド(波長 5.6cm)干渉SAR観測によって数値標高モデル (DEM)を

作成し，既存の DEMと比較して，溶岩の体積を求める試みも行われた16) まず地表での光学的

手段による測量と1DPSARによる同一地点の標高値が比較され，1DPSARにる標高計測精度は，

玄武岩質溶岩の上で，おおむね 1-2mであり，十分な観測精度を持つことが示された.SARは海面

下に流入した溶岩の体積を計測できないので，補助的な地上観測を行い，また，溶岩内部の空隙の状

況などについては仮定をおいて，調密な岩石に換算した場合の溶岩の体積を推定した.1DPSARの

観測によって推定された溶岩の体積は，地上観測による推定値の 81%-125%となり，妥当な結果が

得られたと思われる.これは，あらかじめ火山地域で DEMを整備しておき，火山活動開始後の適切

な時期に航空樹菩載(または人工衛星搭載 SARによる干渉 SAR観測によって DEMを迅速に作成

し，これらの差から噴出した溶岩の量を推定できることを示す.

日本国内では，伊豆大島三原山において郵政省通信総合研究所/宇宙開発事業団 (CRL/NASDA)

の日-SARによる観測が行われた17)18) 19) これは航空機(ジェット機 Gu1fs仕切m II)搭載のL

バンド(波長 24cm)およびXバンド(波長 3cm)の多偏波観測可能なSARである.Xバンド

では，航空機の左右に取り付けた 2つのアンテナにより， 1回の飛行での干渉 SAR観測を実現して

いる 17)18) 19) 三原山山頂部の干渉 SAR観測結果19)を図 2.4.2.3に示す.多波長・多偏波観測が

可能な日-SARは，火山の地形変化と表面被覆変化を同時に観測できるので，火山災害の把握にお

いて大きな可能性を有している.

また，雲仙普賢岳では小型航空機(セスナ 208)に搭載された2つの受信アンテナを用いて， Xバ

ンド(波長 3cm)SARによる干渉SAR観測が行われ，活動中の火山の地形図を迅速に作成する

試みが行われた7)20) 2 1)このように，国内でも溶岩分布や火山体の地形変化などをSARによっ

て観測する研究が進展している.
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図2.4.2.3 Pi-SARによる伊豆大島三原山周辺の干渉SAR観測の事例19)

ジェット+鮒菩載XバンドSARによる観測.観測範囲:5kmX5km 

画像の上方から下方に向けてレーダ波が照射されている(<9CRL)

左上:強度画像，右上:位相差画像，左下:徹す位相画像，右下:標高変換後の馴姻

(3) 火砕流

火砕流は高温の溶岩の破砕物・火山灰 ・火山ガスなどが混合した高速の流れであり，溶岩塊や溶岩

片を多く含む下層の本体部と火山灰と火山ガスが主体の上層の熱風部からなる7) 火山の上部に形成

された溶岩ドームの崩壊などにより発生した火砕流の本体部は，谷地形や河道に沿って流下し，周辺

の地域に大きな被害を与える.さらに，後述するように，谷を埋めた堆積物は大量の降雨により泥流

となる.なお，火砕流発生の契機となる火山体上部の溶岩ドームの崩壊を予測するため， ドームの形

状を雲の影響を受けない航空機搭載SARで観測する試みが行われている7)20) 2 1)これらの試み

は，どちらかといえば災害の予測を目的とするものである.ここでは，雲に包まれて光学センサの適

用カ漠住しいことが多い，熱帯湿潤地域の標高の高い火山で発生した火砕流およびその後の降雨で発生

した泥流(ラハール)を RADARSAT衛星に搭載されたSARによって観測した事例22)23)を述べ

る.RADARSAT SARはCバンド(波長 5.6c m)で，分解能(ビームモード)・入射角(ビーム

ポジション)・観測方向などを柔軟に選択でき，観測の自由度が高い.また，処理要求を出すことに

より，観測からデータの入手までの時間を短縮することができるので，災害の監視には向いている.

対象となったのは 1998年 7月中旬に Merapi火山(インドネシア・ジャワ島，標高 2960m)で

発生した火砕流である 22) 23) 乾季・雨季がはっきりしているこの地域では，雨季には山体が雲に

包まれ，地上観測カ漠住しい.とくに火砕流が雨季に発生した場合には，全天候性をもっSARによる

観測がきわめて有効である.1997年から Merapi火山の観測を行い，高分解能(約 10m)の Fine

モードのデータを山体の西側と東側からの両方向から取得し，これらを処理して火砕流発生前の強度

画像を作成した.そして 1998年 7月中旬，山頂から南西側に火砕流が発生したため， 1998年 8

月 15日に Fineモードでの再観測を行ったこのとき，事前に取得されていた画像を検討し，火砕

流の流下した南西側斜面でレイオーバーが生じないよう，衛星が北から南ヘ移動する際に，東側から

観測が行われた地上調査によると，このときの火砕流の崩落量は 880万m3，堆積域は 18.1km2

であった24) 火砕流発生前 (1997年 8月20日)および発生後約1ヶ月後 (1998年 8月 15日)

のRADARSATSAR強度画像23)を図2.4.2.4に示す.
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図2.4.2.4 Merapi火山(ジャワ島)のRADARSATSAR強度画像23)

左:火砕流発生前(1997年8月20日)Data : @CSA 1997; received by CRISP; distributed 

by RSI/RES1EC; RESTEC retains ownership of the data 

右:火砕流発生後(1997年8月15日)Data:@CSA 1998; dis仕ibutedby RSI/RES1EC 

これらの強度画像を比較すると， 1998年の画像では，山体の南西側に流下した火砕流およびその
後の降雨による泥流(ラハール)の分布が主として後方散乱強度の低い(黒い)部分として認識でき

る.しかし，これらの画像を並べて比較しているだけでは，詳しい検討は困難である.そこで，これ

らの画像での同一目標を幾何変換により重ね合わせ，対応する画素における輝度の差演算および、比演

算を行った.その結果，どちらの演算でも，火砕流やラハールを詳しく抽出できた.差演算の結果を，

適切に輝度調整したものを図2.4.2.5に示す.

図2.4.2.5Merapi火山(ジャワ島)で1998年7月に発生した火砕流およびラハールの分布22)
火砕流発生前後のSAR強度画像から差画像を作成し，演算結果の画像輝度を適切に調整した.

簡単な画像処理を施すことで，堆積物の詳細な分布が明らかになったこの事例では，災害の発生

が予想される火山のSARデータをあらかじめ取得しておき，災害発生後に同条件で観測が行われた
ことが良好な結果に結びついている.災害監視のためには，災害発生前からのデータの蓄積が重要で

あることを示している.また，このときの2回の観測はどちらも雲のない条件で行われたが，雲に覆

われていても Merapi火山の良好な RADARSATSAR強度画像が得られている22)23)ので，山体

が雲に隠されている場合でもSAR強度画像の全天候性を生かした観測が可能である.
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(4) 降灰およひ守尼流
大規模な火山噴火が起こると，周囲には大量の降灰が起こる.さらに，火山からの噴出物が火砕流

なと、となって周囲の谷を埋めると，その後の降雨によって堆積物は泥流となり，噴火後数年が経過し

でも流域の農地などに被害を与え続ける.典型例としては， Pinatubo火山(フィリピン・ルソン島)

の 1991年 6月の大噴火の事例25)26)があげられる.まず，スペースシャトルに搭載された SIR-
Cβ(-SARによる画像27)28) 29) 30)を図2.4.2.6に示す.

図2.4.2.6 Pinatubo火山(ルソン島)のSIR-C必-SAR(スペースシャトル搭動による画像

波長と偏波を考慮.赤 :LバンドT丑-I，緑 :Lバンド1-N， 青:CバンドI-N.
左の画像27)28) : 1994年4月13日，画像範囲:約45kmX68 km (<9NASA/JPL) 

右の画像29)30) .左半分 (1994年4月14日)，右半分 (1994年10月5日)

これらのカラー画像では，赤にLバンド T丑-I，緑にLバンド1-N 青にCバンドI-Nでの強度画

像が割り付けられている.山頂火口周辺の赤い部分は 1991年噴火の際の降灰地域で， Cバンド(波

長 6cm)およびLバンド(波長 24cm)とも交差偏波成分が弱いため赤で表示されている28) 一
方，河川の形状をした黒い部分は，表面がなめらかな泥流(ラハール)の堆積物である.鏡面反射を

起こし，後方散乱成分が弱くなるため黒で表示される.図 2.4.2.6右の画像からは， 1994年の雨季

に発生したラハールが画像中の右下 (Pasig-Po廿ero)11下紛へ広がったことなどが分かる30)

つぎに衛星 OERS-l， ERS-1， ERS-2)搭載SARを用いて， Pinatubo火山周辺での泥流(ラ

ハール)の分布およひ司直生被覆率(V C R : Vegetation Cover Ratio )を観測した事例25)26)を

示す.まず， SAR強度画像を用いた泥流分布とその変化の観測について述べる.これは，泥流の表

面がなめらかでマイクロ波の後方散乱強度が弱くなることを利用する.ARS-1のLバンド SARは

緑葉を透過し，しかも ERS-1のCバンド SARにくらべると泥流表面の小さな起伏の影響を受けに

くい.そのため，厄，RS-1SARによる観測のほうが泥流の発生域を容易に区別することできる.

ARS-1の2時期の画像の後方散乱強度を用いた正規化差分演算値(N D C: Norrnalized 

Di飴rentialCount )を式(1)のようにして求めて画像化したところ， 1993年 3月と 1995年 2月
の約2年間における泥流分布の変化を把握できた25)

NDC = (DNold -DNnew) / (DNold十 DNnew)

NDC:正規化差分演算値 (Norm血 edDifferential Count ) 

DNold:古い時期の測定値 (DN: Digital Number ) 

DNnew:新しい時期の測定値

、、、，J1i
 

/
¥
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また， SARデータの位相情報を活用して，植生被覆率を求める試みも行われた25)26) まず，
光学センサ (ARS-10PSなど)による観測に基づき，植生指数 (KV1)を式(2)によって求め，
さらに式(3)によって植生被覆率 (VCR)を適切な広さの地表領域ごとに計算する 31)32) 

KVI = NIR-aXR-b 
NIR:近赤外バンドのCCT値
R:赤バンドのCCT値
a， b:定数

VCR = KVI/KVlmax 
KVlmax:KVIの最大値

(2) 

(3) 

火山上空に雲がなければ，光学センサによるデータに基づいてそれぞれの地表領域でのVCRを求
めることができ，その時間的変化を適切な方法で計算すれば，火山噴火の影響による植生被覆減少率

の空間的な分布を把握できる.この方法は，観測地域が雲に覆われた場合には適用できない.全天候

性をもっSARを活用するため，次のように2回の観測によって取得された位相情報(コヒーレンス)
を使用する方法が試みられた25)26) 32) 

さて，同一目標をほぼ同ーの軌道から観測した対をなす SARデータの干渉処理を行うとき，互い

に位相が保存されて干渉縞が生成される場合はコヒーレンスが高いといい，位相が保存されず干渉縞

が生成されない場合をコヒーレンスが低いという 26) ERS-1および ERS-2のCバンドSARは，
樹冠の影響で位相が乱されるので，植生が多い地域ではコヒーレンスの低下が期待される.ERS-1 

および ERS-2が1日の遅れで同じ輔萱を飛ぶタンデムミッションによって取得された 1996年 4月

21日と22日のSARデータによって求められたコヒーレンスの分布25)を図2.4.2.7に示す.

¥ 

図2.4.2.7 ERS・1とERS・2による儲目コヒーレンス画像25)

1日おいて観測された2つのCバンドSARデータを使用
白:コヒーレンスが高い，黒:コヒーレンスが低い

光学センサによるVCRとCバンドSARのコヒーレンスの聞には強い負の相関 (R=-u.91)が
認められる 25) そこで，コヒーレンスの高いところは裸地，低いところは植生に被覆されていると

して，コヒーレンスからVCRを推定した.コヒーレンスから推定したVCRと光学センサ
(JERS・1OPS)によって求めたVCRの分布図を図 2.4.2.8に示す.このようにして求められたV
CRを適用すれば， SARによるコヒーレンスの観測からもVCRの変化を把握することができる.
現時点ではまだ光学センサからのデータの方が明確に泥流被害地を判読できるが，雨天時にも観測で

きる SARデータの利用が可能になった点で意義は大きし)25)
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図2.4.2.8 SARの位相情報によるVCR(植生被覆率)と光学センサによるVCR25) 

左:ERS-1/2 SARによる僻目コヒーレンスからのVCR(1996年4月21日と22日)

右:ARS-1 OPSによる輝度からのVCR(1996年1月)

その他にも， ERS-1 SARによる泥流分布の観測事例はあるが，強度画像を判読したり，複数の観

測日に取得された画像を赤，緑，青の各色に割り当ててカラー合成する手法を用いている33) この

際にも，表面がなめらかな泥流堆積物や浅い静かな水面では，後方散乱が弱いことを利用している.

(5) 氷河下での噴火による洪水

火山活動で噴出した溶岩などの高温物質が，火山周辺の雪氷を急激に融解させると大量の融解水が

生じたり氷体の崩壊を引き起こす.そのため，洪水や泥流による災害が発生する. 日本では，積雪期

の火山噴火で急速な融雪が起き，泥流が発生して被害を与えた例がある34) 大規模な氷河の下で火

山噴火が起こるアイスランドでは，氷河の融解で発生した大量の水が氷下に一旦滞留した後，一気に

流れ出し，洪水となって大きな被害を引き起こすことがある 35) 36) 氷河下の噴火を直接SARで

観測することはできないが，氷河の表面に現れる変形を観測することによって，間接的に氷河下の火

山活動や水の動きをとらえた事例を述べる36)37) 38) 

アイスランド南部の大規模な氷河の下で火山噴火が起こり，氷河表面に生じた亀裂，陥没，隆起が

ERS-1およてtERS-2衛星に搭載されたSAR(Cバンド)によって観測され，また，ERS-1とERS-2

のタンデムミッションによる 1日間隔のデータから，コヒーレンス画像と表面の変形(主として上下

変動)を表す画像も得られた37)38) これらを図2.4.2.9に示す.

図2.4.2.9Va問伽H氷河(アイスランド)下の噴火による氷河表面の変形37) 38) (<9DLR/ESA) 

左:ERS-1 SAR強度画像 (1996年10月21日)，画像幅約53km

中央:ERS-1とERS-2SARによるコヒーレンス画像 (1996年10月21日および22日)

右:ERS-1とERS-2SARデータの干渉処理による表面変形分布 (U百 f図法で投影)

縞樹美lつが， 1996年10月21日から22日の氷河表面の上下変動約3cmに対応
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1996年 10月21日の強度画像(図 2.4.2.9左)では，画面中央やや右に縦に約6-8kmの割れ
目が生じていることがわかる.1996年10月21日と 22日のデータを用いた干渉処理により，さら
に変動の状況もわかってきた.コヒーレンス画像(図 2.4.2.9中央)では，黒い部分のコヒーレンス
が低く，表面変化が生じた部分で，クレパス帯など大きく変動した部分も含まれる.画面右中央の西

洋梨型の黒い部分の下が噴火地点，その下の黒い帯でハンドル状に固まれた領域の下に氷河下の湖が

ある.さらに，表面変形分布(図 2.4.2.9右)では，地形の景濯を取り去って主として上下変動状況
が明らかlこなっている.噴火地点付近では，大量の7](河が融解してその南の地下の湖に移動したため，

その上の氷河面は1日間に約 80cm低下した.その南の地下の湖では，大量の融解水が流入したた
め氷が持ち上げられ，その中央上の氷河面は1日間に約 40cm上昇した.この結果はGPS測定に
よる 1日あたり約 50cm上昇ともよく一致した37)38) 氷河面の上昇量から，地下の湖の水位上昇
が?住定できた36) そして， 1996年 11月5日夜始まった洪水は，ピーク時で流量が少なくとも毎秒
45000m3に達し，その下流に 1000トン以上の氷塊を流下させた.このため，海岸沿いの橋・道路
を初めとする構造物が破壊された35)36) 

この事例では， ERS-1とERS-2が1日の時間間隔をおいて同じ軌道を飛ぶように制御されたタ
ンデムミッションによって， SARデータが取得された.軌道がよく制御されて，両衛星は非常に近

い位置から観測を実施できた.さらに 1日という短い時間間隔のため， 7](河の表面状態もほぼ一定

で，マイクロ波の散乱過程に大きな差が生じなかった.これの条件が揃うため， ERS-1/2タンデム
ミッションデータは干渉する可能性が高く，干渉処理用データとして優れている.また，受信および

処理地(ドイツ)から現地(アイスランド)へのデータ転送が迅速に行われたため，洪水の予測に役

に立った36) このように， SARによるリアルタイムの災害監視には，観測・処理・成果配布のシ

ステム化をはかり，観測から成果配布までの時間を短縮することも重要である.

2.4.3 まとめ
さまざまな火山災害の把握にSARを活用できることが示されたが，まず，悪天候下でも観測でき

ることや太Fあ協泉にイ衣存しないという長所が生かされている.
ここに示した事例では 1回の観測での災害把握では，主として堆積物表面の粗さや水面の波立ち

の違いを後方散乱強度の違いとして認識するものが多い.また，同一地域の災害発生前のデータとの

比較を行うと，観測精度を向上させることができる.さらに多波長・多偏波での観測では，表面付近

の物質での散乱過程の差もあわせて観測することができ，被覆状況判別の精度を高めている.

また， 2回の観測データの位相情報を利用するコヒーレンス解析を行うと，地表変化の著しい部分

が容易に判別できたり，植物被覆の状況を推定することができる.同じく， 2回の観測データの位相

に関する干渉処理によって， DEMを作成したり変動成分を定量的に角材庁することができる.

今後は，多波長・多偏波かっ干渉処理可能なデータを取得できる先控樹織または人工衛星搭載

SARシステムの発展が注目される.また，時間的推移がはやい火山災害把握の条件として，災害発

生の予想される地域の事前の観測データ，地形データ(複数の衛星観測データ， DEMを含む)・地

球科学的データ(地質分類，被覆分類を含む)の組織的蓄積を行い，これらのデータと災害時の観測

データを総合的に解析できる体制の確立が必要である.さらに， SARによる観測から成果配布まで

の時間を餓宿することも，センサシステムの開発と並ぶ重要な課題である.
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2.5 地震被害

2.5.1 都市域における地震の被害

1990年以降世界で 1000人以上の死者および有方不明者が報告されている地震を表 2.5.1.1に示

す.特に 1999年はトルコ，台湾で相次いで地震がおき，大きな被害があった.地震が都市域を直撃

した場合，被害は甚大となる.斜面崩壊や地震に伴う津波によって多くの死傷者が生じることもある

が，地震による死傷者の多くは家屋の倒壊および火災によって犠牲となる場合が多い.多くの死傷者

をもたらした地震の被害を衛星リモートセンシングで捉えるには，建造物の被害の状況を把握するこ

とが一つの目安となりうる.

SAR画像では都市域は植生に覆われた地域と比較して後方散乱が大きく，強度画像上で明るく見

える.その原因の一つは構造物自身あるいは構造物と地面が直角に交わり 2面のコーナリフレクタ構

造を作ることによる 1)2) SARは方向依存性はあるものの線構造の検出に有効であるため，都市域

を対象とした人工衛星搭載SAR画像の角平析の報告も多い3)

しかしながら SAR搭載衛星で観測された都市域における地震被害(建造物被害)の実例は現在の

ところ日本における兵庫県南部地震による建造物被害のみである.そこで本章では兵庫県南部地震に

よる被害を特にERS-1/SARによって抽出した例4)-6)について詳しく述べる.

表 2.5.1.1 1990-1999年におきた1000人以上の死者が報告されている地震7)8) 

年 月 目安 国・地域 M 死不明者数(人) 被害

1990 6 20 イラン西部 7.7 4万~5 万 家屋倒壊・地滑り

1990 7 16 フィリピン・ルゾン 7.8 1621以上

1991 10 19 インド北部 7 2000以上

1992 12 12 インドネシア 7.5 2500以上 津波・地滑り

1993 9 29 インド南部 6.2 9748 家屋倒壊など

1995 l 16 日本・本州西部 6.8 6427 

1995 5 27 ロシア・サハリン 7.5 1989 

1997 5 10 イラン北部 7.3 1572以上

1998 1 10 中国・北東部 5.8 1万人以上 家屋倒壊

1998 2 4 アフガニスタン北東部 6.1 2323以上 家屋倒壊

1998 5 30 アフガニスタン北東部 6.9 4000以上

1998 7 17 パプアニューギニア北西海岸 7.1 2613以上 津波

1999 1 25 コロンピア 6.3 1885以上

1999 8 17 トルコ西部 7.4 15657以上

1999 9 20 台湾中部 7.6 4800以上 家屋倒壊

*グリニッジ干票隼時による

2.5.2 兵庫県南部地震の実例

(1)兵庫県南部地震による被害

1995年 1月17日午前 5時46分に発生した兵庫県南部地震(阪神 .iØ~路大震災)は表 2.5. 1. 1 に

みられるように過去 10年におきた地震のうち死不明者数は 5番目に多く，世界的にも最大級の被害
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をもたらした地震の一つである.死不明者は 6427人，全半壊戸数は約 42万世帯を数える.とりわ

け神戸市から芦屋市，西宮市にかけての市街地では建造物の倒壊・破損のほか，火災による建造物の

焼失，道路や銃差の破損など都市構造が大きく破壊された.これらの被害は幅約21an，延長約20km

の帯状の地域に集中し r震災の帯Jと称されている 9) 被害集中地域の中心部では震度は 7に達し

ており，木造家屋の全壊率は30%を越えた.

震災の被害地域の分布については各種調査がおこなわれたうち，航空写真の詳細な判読結果であ

る平成7年兵庫県南部地震災害現況図 10)をもとに建造物の被害があった地域を示したものが図

2.5.2.1である.災害現況図では西宮市以東.明石市以西は調査区域外である.図 2.5.2.1では災害

現況図「神戸西部J r神戸東部・西宮J (縮尺2万5千分の 1)をスキャナで、読み込み，色区分され

た被害地域のうち 「家屋・建物の倒壊及び大きな石尉員J r火災(焼失範囲)J r道路・高速道路・

鋭萱の樹賀Jr海岸堤防の石尉員」の各区分を抽出し，抽出された情報を残すように画像を縮小し， SAR 

画像にあわせて歪ませた 11) 倒壊した建造物についてはこのほか，現地調査によって建造物の 1軒

毎の被害状況を記載した記録もある 12)

人工衛星リモートセンシングによっても被害状況の観測・角卒析が試みられており 13) 光学センサ

データを用いた角材斤のうち， SPσr画像によって大規模焼失地域および液状化地域が確認されてい
る13)凶.

図2.5.2.1 災害現況図から抽出した被害地域 (SAR画像への重ね合わせ済み)。
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(2) JERS-1/SAR画像の差分による建造物被害地樹白出の試み

ARS-1/sARによる解析では地震前後 (1994年1月5日と 1995年2月5日)取得データの比較

による地表面の変化を抽出する試みが報告されている 13) レベル Oデータを用い，輝線状のノイズ

除去を考慮して再生された強度画像について画像聞の重ね合わせが行われた.地震前画像の輝度値を

基準とした地震後の画像の輝度値の補正後，地震前後の差画像が得られた.差画像を H，地震後の

画像を 1，Sを一定として HSI変換を行うことにより，被害地域の抽出が試みられた.その結果.岸

壁の破壊部分や倒壊家屋に対応する画素に変化は認められたが，被害地域全域を抽出するには至って

いない.

(3) ERS-1/SAR画像の目視判読および強度画像の相関とコヒーレンスによる建造物被害地域の試み

(a)使用データおよびデータ処理

使用したデータは ERS-1/SARのパスーロウ:72-243のレベル Oデータ(生データ)である.

兵庫県南部地震前の 3つのデータ(取得日時:92年11月1日， 93年9月12日， 94年10月12

日)，および地震後の3つのデータ(取得日時:95年5月23日， 96年5月7日， 96年2月27日)

を用いた.

レベルOデータをAtlantisScientific System社のERGOvistaSAR Processorで処理することに

より， 1ルック複素画像 (SLC)を生成した.SLC画像を強度画像へ変換し， 93年 9月 12日取得

データを基準として，対応、点から二次多項式を用いて画像間の重ね合わせをおこなった.対応点は画

像全般にわたって 15~20 点目視によって選択しさらに面積相関を用いて最適画素を決めなおした.

(b)強度画像の目視判読

目視判読のために幾何補正後の画像はレンジ方向 2アジマス方向 10のウインドウで平均化した.

平均化後の地震前後の神戸市内から西宮にかけての強度画像を図 2.5.2.2(地震前)と図 2.5.2.3(地

震後)にそれぞれ示す.強度画像、にみられる後方散乱特性は地震前と地震後では明らかに異なってい

ることがわかる.すなわち図 2.5.2.2では長田区付近から西宮市にかけての市街地で道路のパタンが

はっきりとあらわれているのに対し 図 2.5.2.3で、はこれら道路のパタンは不明瞭になっている.ま

た，輝度自体も全般的におちている.ただし，中央区周辺では，他の地域ほどこれらの変化は明瞭で、

はない.ポートアイランド，六甲アイランドにおける部分的な輝度値の変化も認められる.図2.5.2.2

および 2.5.2.3以外の画像においても地震前，地震後それぞれ同様な特徴を備えていた.地震前後で

強度画像に変化があったところは被害集中地域とよく一致しているように見える.

(c)強度画像の相関の言博

2時期の強度画像間の相関を調べることによって2画像聞の後方散乱特性の変化抽出を試みた.相

関を計算することによって， 2画像間の対応する小領域の後方散乱パタンの変化をみることかできる.

画像聞のノルム相関は以下の式によって計算される.

PI = r _IcE (I 11 2~ 
I-lE(I12)E (I22)]ω (1) 

ここで11，12は2つの SARのSLCの強度画像で同じ位置にあたるそれぞ、れの画素値を， E()は画像
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の小領域内における期待値を表す.重ね合わせ済みの2つの強度画像問で，式(1)より 4X20の小領

域でノルム相関を計算した.このとき画像間での重ね合わせのずれを補正するため，基準画像の画素

の周囲 3x5について相関値を求め，最大値をとる画素を最適画素とした.その後 3x3のウインドウ

サイズで平滑化をおこなった.

(d)コヒーレンスの言博

コヒーレンスは2画像聞の干渉性の良し悪しの目安として一般に複素相関から計算される.

PC= r - .1E (CICよ
c -[比E(仇CIC引lキ勺)E (かC2C勺2よη*サ)JIIυ/2 ο) 

Cb C2は2つのSAR画像で同じ位置にあたるそれぞれの画素の複素データを*は複素共役を表す.

(2)式より重ね合わせ済みデータ組み合わせにおいて令。oの領域でコヒーレンスを計算した.コヒ
ーレンスにおいても重ね合わせのずれを補正するため，周聞 3x5画素の最適画素からコピーレンス

を求め，さらに3x3のウインドウサイズで平滑化をおこなった.

(e)建造物被害地域における強度画像の相関およびコヒーレンスの低下

強度画像聞の相関画像では目視判読で認められた被害集中地域における地震前後の差異はより明確

になった.画像聞の相関は，地震前同士・地震後同士のデータ組み合わせでは，変化のおきにくい市

街地では大きく，植生地域では小さくなる(図 2.5.2.4).地震前後のデータ組み合わせでは，神戸

から西宮にかけての相関は植生地域よりも小さくなり，強度画像の後方散乱特性に大きな変化があっ

たことがはっきりと認められた(図 2.5.2.5).コヒーレンス画像も強度画像の相関同様，地震前後

のデータ組み合わせでは，神戸から西宮にかけての地域における相関の低下を示した.

図 2.5.2.4， 5では強度相関の大きさの土地被覆によるパタンは明瞭である.これらのデータ組み

合わせ聞のベースライン長は比較的短く，図 2.5.2.4では 139m，図 2.5.2.5では 32mで、あった.

しかしながら.ベースライン長が長いデータ組み合わせ (997m)では.強度画像の相関，コヒーレ

ンスとも神戸から西宮にかけて以外の都市域における値が低下し，パタンがかなりぼやけることが明

らかになった.基線長が大きくなるほどコヒーレンスが低下することは知られている 15) 後方散乱

特性の変化を示す強度画像の相関もコヒーレンスと同様の挙動を示したことは，強度画像の相関も 2

つのデータの干渉性の良し悪しに影響されることを示唆している.その理由としては，地表面の変化

による画像のスペックルパタンの変化が考えられる.

の航空写真の判読結果との比較

地震前後の強度画像の相関を，地震前同士ないしは地震後同士の画像の相関と比較するため，2組の

データ組み合わせの相関性pn， p 12の和分の差 (NonnalizedDi百'erence)Ndを計算した.

Nd ={ (P/1-PI2) I(Pll +PI2)}xGn+Of (3) 

ここでGnはゲイン Ofはオフセットでありそれぞれ100を用いた.

式(3)でpnを93年9月12日と 92年11月1日に取得されたデータの相関，P12を93年9月12

日と 96年 2月27日に取得された画像の相関として計算し，3X3で平滑化後，一定値以上を示す画素
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を抽出した結果を対象地域について切り出したものが図 2.5.2.6である.データ取得聞に地震のない

データ組み合わせとの比較によって，地震前後で、後方散乱特性に変化があった地域がより明確に抽出

されていることがわかる.

図2.5.2.6を航空写真で確認された建造物の倒壊なとやがあった地域の分布を示した図2.5.2.1と比較・

照合した.被害集中地域の西端は須磨区であり，長田区にかけての大規模な火災による焼失も含めて

被害は広範囲に及んでいる.図5においても後方散乱特性の変化が集中しはじめる西端は須磨区付近

である.六甲アイランドやポートアイランドなどの埋め立て地では地盤の液状化とともに大規模な海

岸堤防の破損がおこっている.これら埋め立て地の内部では大きな変化がみられないが，周縁部では

後方散乱特性の変化が抽出されている.中央区周辺では被害の集中度は他地域と比べると小さく，後

方散乱特性の変化も比較的まばらである.被害の空白域は部分的なものも図 2.5.2.6と図 2.5.2.1で

一致している.たとえば，東神戸港周辺，西宮港周辺では工場，公園などの占める面積が大きく，被害を

受けた建造物はほとんどみられず，被害の空白域となっている.図 2.5.2.6をみるとこれらの地域で

は後方散乱の変化は抽出されていないことがわかる.
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図2.5.2.2 神戸市周辺ERS-1/SAR強度画像 (93年9月12日)θ

図2.5.2.3 神戸市周辺ERS-1/SAR強度画像 (96年2月27日)5) 
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図2.5.2.4 地震前の強度画像同士 (93年9月12日と92年11月1日)の相関θ

図2.5.2.5 地震前 (93年9月12日)と地震後 (96年2月27日)の強度画像の相関θ

被害集中地域の東端は西宮市であり以東は災害現況図では調査範囲外である.SAR画像では後方

散乱の変化は西宮市以東，大阪市などでもおきている.災害現況図にはあらわれていない地域での後

方散乱特性の変化は調査範囲内でもみられるが，航空写真による調査以降の建造物の建て直しなどの

影響であることは十分考えられる.また，災害現況図は航空写真判読の結果であり，二階建て家屋の一

階部分の崩壊など判読不能な被害もあることも考慮する必要がある.逆に，埋め立て地の海岸堤防崩

壊部分などを見ると，災害現況図にあらわされたすべてが SAR画像の後方散乱変化として抽出されて

いるわけではない.その理由のーっとしては相関をとる小領域の中に海水の影響がはいってきたこと

が考えられる.
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(g)おわりに

強度画像の相関の低下として表れる後方散乱の変化地域は， SAR画像と災害現況図では全体的に

よく一致しており，建造物の倒壊や火災による焼失などによる地表面の変化がSAR画像における後方

散乱特性に影響したととは明らかである.ERS-l/SARのSLC画像の1画素の大きさはレンジ方向

に 20m，アジマス方向に金n程度であり，都市構造物の樹員をとらえるには適した大きざであると考

えられる.

地震前後の強度画像の目視判読によっても建造物被害地域のある程度の変化は識別できたが，強度

画像のノルム相関を用いることにより，災害による市街地の建造物の焼失・倒壊など、があった地域を

より明確に抽出することが出来た.データ取得聞に地震を含むデータ組み合わせと含まないデータ組

み合わせの相関値の和分の差についての検討は，ここでは強度画像の相関についてのみ行ったが，コ

ヒーレンスについても同様の結果が得られることが期待できる.強度画像の相関を用いる場合も2つ

のデータの干渉性が重要であり，今後ここに示した手法を他地震被害地域の抽出に応用する場合にも

データ組み合わせの選定が重要であるといえる.

図2.5.2.6 図2.5.2.4と図2.5.2.5の和分の差によって抽出された画素θ

なお，本章で用いたERS-l/SARデータは宇宙開発事業団より研究目的で提供されたものである.
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2.6雪氷関連災害

2.6.1 SAR画像を雪氷分野で利用する場合の一般的特徴
SARは基本的には後方散乱の強度を計測するセンサである.雪氷が関連する災害で，観測
できる対象物として考えられる主なものは，雪(積雪)，陸氷(湖氷，氷河)，海氷及び氷山で

ある.以下にそれぞれを SARで観測した場合の特徴を示す.

(1) 雪(積雪)

降っている雪自体を SARで観測することは困難であり，通常は地上に積った雪(積雪)を観
測する.積雪は大きく乾雪と湿雪に分類され，乾雪は空気と氷の混合物，湿雪は空気，氷及

ぴ水の混合物と考えられる.

乾雪はその誘電率の実部が空気(1.0)と氷(3.2)の中間となり，虚部は非常に小さく Oに近い.
従って，空気層と積雪層の境界での散乱も小さく，積雪内部の伝搬損失も小さいため， SAR 
画像中への積雪の影響は非常に小さい.それに対して，湿雪は水という誘電率が大きい物質

が加わり，積雪表層からの散乱が支配的になるため，雪自体の後方散乱に対する影響は湿雪

の方が乾雪よりも大きい.また，湿雪は後方散乱に影響するので，干渉 SARを利用したコ
ヒーレンスを使用して，湿雪のマッピングを行うことも有効と考えられる.

(2) 陸氷(湖氷及び氷河)

j胡氷や氷河は基本的には淡水が凍結した物体である.中に含まれている気泡の密度にもよる

が，誘電率の実部はほぼ 3程度で虚部も非常に小さい.従って，表面の粗度による表面散乱
以外にも，内部からの体積散乱や，氷の下の境界面からの散乱も無視することはできない.

湖氷は，一般的に表面が非常に滑らかであり，氷表面の後方散乱は非常に小さいと考えられ

るが，内部には円柱状や円板状の気泡が含まれているため，気泡からの体積散乱が後方散乱

に影響する.また，氷の下に水が存在する場合は，境界面の誘電率の差が大きく，そこでの

後方散乱も無視できない.氷河は，氷表面が非常に粗く後方散乱強度も比較的大きい.また

流れる方向に依存したラフネスパターンができる.また，氷河は動きを伴うので，干渉SAR
を利用した動きの検出も数多くの例がある.

(3) 海氷

海氷は，年周期で発生及び消滅する一年氷と，複数年にわたって存在する多年氷に分類され

る.一般的には，一年氷は厚さが 2メ}トル以内で，多年氷は 2メートル以上になる.一年

氷は，表層における塩分濃度が高く(ブライン:高塩分濃度の食塩水を多く含む)，マイクロ波

の侵入深さが小さい.また氷表面は比較的滑らかである.以上から，一年氷からの後方散乱

に寄与するのはほとんどが表面散乱と考えられる.それに対して，多年氷は，氷の成長に伴

う重力によるブラインの排出等によって塩分濃度が減少し，さらにブラインが抜けた後に気

泡ができ，体積散乱をおこすようになる.また，夏に氷上の積雪及び氷表面が融解して淡水

の池(メルトポンド)を形成し，それがまた凍結したものが，体積散乱に寄与する.海氷は冬

期間は，多年氷の方が一年氷よりも体積散乱が大きくなるために後方散乱強度が大きく，夏

期は，どちらも表面散乱が主になるために後方散乱の強度に差がなくなる.干渉 SARの適
用を考慮すると，表面散乱が支配的な一年氷が，干渉性が高いと考えられる.

(4) 氷山

氷山は、氷河の先端が海に流れ込み，海上に浮かんで自由に動けるようになったものである.

従って，起源、は積雪が圧力で固まったもので淡水氷である.大きさは，大きいものでは 100km
を越えるものも存在する.氷表面は氷河同様にラフネスが大きく，淡水氷で、ありマイクロ波

の浸透深さが大きく体積散乱も大きいため， SARでは容易に後方散乱強度のみで検出が可
能である.
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2.6.2 積雪に起因する災害
積雪及び降雪が原因となる災害として代表的なものは，雪崩，積雪融解に起因する洪水，降

雪による樹木倒壊等が考えられる.いずれも，湿雪または融解時に関連するものが多く，湿

雪を確実にマッピングする技術がその状況把握の第一歩と考えられる.

(1) モニタリング事例 11)

本事例は，南ノルウェー Kvikne地区(62.5N，10.5E)で観測された事例である.

ERS-1 SARデータと TMデータから算出したSnovvratioの比較を行った.
後方散乱係数の局所入射角補正を Muhlemanの後方散乱モデルを使用して行った.
後方散乱モデルを以下に示す.

f( e )=0.0133 x cos e /(sin e +0.1 x cos e)3 
以上より，モデルの入射角特性と ERS-1の入射角特性はほぼ一致した.
また， TMから算出した Snovvratioと後方散乱係数の相関値は，局所入射角の補正を行う
ことによって増加することが分かつた.

(2) モニタリング事例 22)

本事例は，南ノルウェー Kvikne地区(4月---6月，1992)で観測された事例である.
使用データは， ERS-1 SARデータ 8シーンと積雪面積，積雪深，密度，等価水量，粗度，
温度の地上観測データである.また，補助データとしてディジタル標高モデル (DEM) を
使用して局所入射角補正を行っている.

以上より，局所入射角毎に収集されたERS-lデータと Snowwetnessとの相関を見つけた.
乾雪と湿雪(3%の含水率増加)の後方散乱係数の差は， 3---4dBであった.

(3) モニタリング事例 33)

本事例は， Mammoth mountain，Nevadaで観測された事例である.
SIR-C/X-SARデータと TMの土地被覆分類図の比較を行った.
L-VVコヒーレンスと偏波比(V/H)のLバンド/Cノてンド比を使用して，DTC(Decision Tree 
Classifier)分類を行った.
以上より，積雪領域の抽出結果は TMから抽出した結果に対して， 86%の精度であった.本
手法にて，乾雪も湿雪もマッピング可能である.

(4) モニタリング事例44)
本事例は，ノルウェー Eina及びKjeller地区で観測された事例である.

使用データは， ERS-1 SARデータと 1/5000，1/10000の土地利用図の地上観測データであ
る.

スペックルノイズ低減フィルタを適用した後，後方散乱係数レベルを解析した.

以上より，地表面粗度の大きな領域において，積雪域と他の領域では，後方散乱係数の差が

5.5dBであるが，地表面粗度が小さくなるとその差も減少する.
地表面の後方散乱が大きくかっ湿雪の場合は，積雪域抽出精度は 90%に達する.

(5) モニタリング事例 55)
本事例は，フィンランド Sodankyla地区(67.41N，26.58E)で観測された事例である.

使用データは， ERS-1 SARデータ 21シーンとディジタル土地利用図及び Digitalstem 
volumemapである.

融解の前後の後方散乱係数の差を利用して，融解の度合い(融解後の積雪の無い領域の面積

比)を次式によって推定する.

Fg= 1 00 x (Sigma_I -Sigma_ W) / (Sigma_ G-Sigma_ W) 
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ここに，Fg:融解後の積雪の無い領域の面積率，Sigma_I:対象時期の後方散乱係数，Sigma_W: 
融解始めの後方散乱係数， Sigma_G:融解終了後の後方散乱係数.
以上より，湿雪は他のカテゴリーから分離して抽出できる.

積雪の融解は多時期のSAR画像からモニタリング可能であると結論している.

(6) まとめ

積雪及び降雪が関連する災害に関して直接的な事例は見つからなかったが，積雪の面積把握，

湿雪の度合把握は数多くの事例が文献化されている.

(a)積雪面積把握

多時期の SAR画像を使用して，積雪が有ることによる後方散乱係数(減少)の変化をもとに
面積を把握する手法が一般的である. しかし，この手法を適用する場合は， DEMによる局
所入射角の補正が不可欠である.DEMを使用しない手法としては，干渉 SARで取得される
コヒーレンスを利用する方法も，原理的には有効と考えられる.

(b)湿雪把握

湿雪の後方散乱係数は乾雪のそれに比較して小さいので その特性を利用して面積把握が可

能である.また，雪が無くなった地面露出部分の後方散乱係数と融解し始めの後方散乱係数

の差を利用して，融解の度合いを把握することも可能である.

2.6.3 陸氷に起因する災害
陸氷に起因する災害で直接的なものは少ないが，氷河舌落下がおよぼす災害，氷河が融解す

ることによって発生する氷河湖決壊による水害が考えられる.その状況把握は，氷河下流部

の氷河の流れをモニタリングすることによって達成できると考えられる.

氷河の動きを SARによってモニタリングする手法は，干渉 SARを使用することによって実
現されている.また， 2次的に発生する水害については，洪水域の後方散乱低下を利用する，

SARがもっとも得意とするモニタリング手法がある.

(1) モニタリング事例 6)

本事例は，グリーンランドのRyder氷河を観測した事例である.
使用データは， ERS-1/2 SARタンデムデータである.
昇交軌道及び降交軌道で取得したそれぞれの干渉 SARデータセットを使用し， DEMを使用
して地形に起因する干渉縞を除去する.得られた昇交及び降交軌道の地表の動きに起因する

干渉縞についてアジマス方向の視差を利用して氷河の動きを 3次元で推定する.
上記手法を，1995年9月21，22日及び11月8，9日に取得されたデータに適用した結果，Ryder
氷河の高さ方向の動きを推定し妥当な推定値を得た.将来的には Lバンド SARデータに本
手法を適用することによって，より良い条件で推定値が得られるであろう.

(2) まとめ

陸氷による災害としては，氷河に起因するものしか例がない.災害の状況を把握するために

は，事例に示したように氷河そのものの動きをモニタリングするか，二次的に発生した災害

(水害等)をモニタリングすることになる.氷河の流速等を把握するためには，たとえ干渉性

に優れる Lバンド周波数を使用したとしても，速度が大きい場合には干渉しないケースが多

くなる.従って，短い時間間隔でデータをとることが，状況把握に役立つことは間違いない.

2.6.4 海氷に起因する災害

海氷に起因する災害として代表的かつ直接的なものは，船舶の航行への障害と考えられる.

その状況を把握するためには，海氷の面積及び厚さ，海氷の動きのモニタリングが必要とな

る.海氷の影響による船舶の航行障害等を直接モニタリングした例はないが，海氷のモニタ

リング自体は， SARのアプリケーションとして代表的なものであり，数多くの例がある.
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以下に事例を示す.

(1) モニタリング事例 17)

本事例は，シベリア北方の北方航路での観測事例である.

使用データは， ERS-1 SARデータとロシアの砕氷船で取得した海氷データの地上観測デー
タである.

SARによる北方航路のモニタリングについてのデモンストレーションプロジェクトの紹介
を行っている.ERS-1を使用して，海氷の境界，i毎氷分類及び、海氷の動きのモニタリング
を試行した結果を示している.海氷境界及ぴ海氷分類は，後方散乱係数をベースにして行い，

海氷の動きに関しては， 2画像中の海氷位置から算出する手法を用いている.なお， SARデ
ータはトロムソ局及びA1askaSAR Facility(ASF)で、取得したデータを使用している.

以上より，海氷境界及び動きのモニタリングは SARデータから可能であり、また，i毎氷分
類についても，夏期を除いて可能であった占しかし，海氷厚さの検出は困難であった.全体

として ERS-1等の SARデータを使用した航路モニタリングは非常に有効であったと結論し
ている.

(2) モニタリング事例 28)

本事例は，北極域の海氷の観測事例である.

イ吏用データは， SEASATSARデータである.
ASFに整備されている GeophysicalProcessing System(GPS)の海氷の動きを算出するソ
フトウェアのアルゴリズムに関して記述している.基本的には， 2時期に観測された SAR
データセットを使用して，マッチングポイントを抽出して，位置の差から移動速度を算出す

る手法である.オーバラップした領域で，移動速度の早いマージナル領域か，移動速度の遅

いパック領域に分離した後に，それぞれ異なるアルゴリズムでマッチングを行う.

以上より， SEASATデータに本アルゴリズムを適用した結果，マージナル領域でもパック
領域でも，移動速度が算出可能であった.

(3) モニタリング事例 39)

本事例は，北極域の海氷(アラスカ北方)の観測事例である.

イ吏用データは， ERS-1 SARデータである.
ASFの GeophysicalProcessing System(GPS)の出力データを使用して， 5kmグリッドの
海氷の動きのデータからリード(狭い海水面)及ぴその動きを抽出する.

以上より， 1953個のデータセットからなる ERS-1データに本手法を適用し，リードの動き
を定量的に推定した.

(4) まとめ
海氷は， SARで観測できることが実証されている代表的な対象物であり，数多くのモニタ
リング手法が提案されている.また，衛星データを使用した実利用システムもアメリカやカ

ナダ等で稼働していて，密接度等の算出に使用されている.

災害状況を把握するという観点から見た場合，海氷の厚さや動きをモニタリングすることに

焦点が絞られる.文献調査からは，i毎氷厚については後方散乱係数を使用した海氷分類をベ
ースに経験的に推定し，海氷や海氷中の海水面の動きに関しては，短い間隔で取得されたデ

ータからの位置差から推定している.

2.6.5 氷山に起因する災害

氷山に起因する災害として代表的かっ直接的なものは，海氷同様に船舶の航行への障害と考

えられる.その状況を把握するためには，氷山の面積及び厚さ，氷山の動きのモニタリング

が必要となる.氷山が及ぼす災害は規模が大きく， SAR観測データを利用した監視システ
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ムが構築されつつある.以下に事例を示す.

(1) モニタリング事例 110)

本事例は，北極海の氷山についての観測事例である.

使用データは， SAR-580航空機SARデータ(L& X-band)， AN/APS 94E SLAR(X-band) 
である.

5種類の氷山(Pinnacled，Domed， Drydock， Blocky， Tabular)について， SAR及び SLAR
を用いた検知可能性について評価を行った.

以上より，入射角が大きい場合は検出が困難になる.また，氷山を分類するのは Lバンドで

は不可能であり， Xバンドにおいては可能で、あった.
氷山の検出に優れているのは X バンドの直交偏波データであったが，必要な後方散乱レベ

ルを確保するためには送信電力を大きく取らなければならない.従って，総合的に判断する

と，今回のケーススタデイではXバンドの HH偏波が最も優れていると判断した.

(2) モニタリング事例 211)

本事例は，南極の氷山 (69.9S，61.1W)についての観測事例である.
イ吏用データは， ERS-1/2 SARタンデムデータ (Nov.6and Nov.7，1995)で、ある.

干渉 SARで得られるレンジ方向及ぴアジマス方向の縞の周波数を使用して，氷山の動きを
把握した.干渉 SARで取得された初期フリンジから軌道間隔に起因する軌道縞を取除く.
その後に残っている縞は レンジ方向及びアジマス方向共に氷山の回転を示している.

以上より，ケーススタデイとして， 2つの氷山のアジマス方向の回転角を検出した.

(3) まとめ

氷山が関係する直接的な災害のモニタリング事例は見つけられなかったが，氷山を検出する

のに適した周波数及ぴ偏波について，特定することができた.また，干渉 SARを応用した
動きのモニタリングについても，データ取得の頻度の点で現状の衛星システムでは問題点が

あるが，可能性の高いことがわかった.

2.6.6 雪氷関連災害を状況把握するための SARに対する要求
雪氷関連に起因する災害を SARデータによってモニタリングするという観点に立った場合，
使用している SARの観測手法として代表的なものは以下の 2点である.
1)多時期のデータ後方散乱の変化を使用

2)干渉SARの位相差及びコヒーレンスを使用
以上から，特別な手法を用いているわけではなく，タイミング良くデータが取得できればモ

ニタリング可能であり，観測頻度の向上というのが SARに対する最重要要求であると結論
づけられる.

また，使用されている SARの観測周波数としては，単一周波数を使用するものでは Cバン
ド(ERS-1/2，RADARSAT)がほとんどであり，複数周波数を使用するものも Cバンドと他
の周波数の組合わせのケースが多い.観測偏波に関しては，平行偏波を使用するものがほと

んどで，直交偏波を使用するものの例は少い.しかし，この結果は，あくまでも現在までの

事例を見た場合であり，今後計画されているマルチパラメータ SARデータを使用した場合

は別の結論が出る可能性もある.
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2.7油流出

2.7.1 SARデータによる油流出状況把握

タンカ一事故や海岸沿いの石油施設，油田あるいは航行中船舶などからの油流出は，近年の海洋上

物流の活発化に伴い増加する傾向にある.これら油流出による海洋または沿岸地域への景免警は，深刻

なものになる場合が多く，その状況の泊まな把握と対策が強く求められている.

油流出状況把握には，比較的広域にわたり，迅速で密な観測が必要である.また，しばしば天候の

厳しい場合があり，その景タ響に左右されない観測方法が必要となる.このような観点から，広域を反

復して観測し，また昼夜や天候の影響をあまり受けない人工衛星搭載の SARにより観測されたデー
タは，油流出状況把握に適しているといえる.

油には多くの種類があるものの，一般に，油流出海域の海面は油膜により表面の波が減少し，周囲

の海面に比べより滑らかになる場合が多い.ここに人工衛星搭載の SARよりマイクロ波が斜めに入
射すると，後方散乱強度 (SAR方向への反射)を減衰させる.従って，取得され処理された SAR画
像上では，油流出海域は周囲の海面に比べ暗く(データが低く)なって見えることにより，識別が可能

となる.しかし，油流出状況把握のための人工衛星(SAR)データ観測と解析には，幾つかの条件や問

題点がある.

海面が滑らかになる現象は泊だけではなく，海洋微生物の発生，海上廃棄物，船舶の航跡，あるい

は風の静穏状態などによっても認められる.ノルウェーで、検討された ERSSARの例では，海上の風
速が 3一位l/S程度以下になると，逆に波の少ない海面や油以外の要因による後方散乱の低し部分と

の識別が難しくなるとの指摘もある 1)

これに対して強い海上風や波高が高いという海象や気象の条件により油流出域の識別に制約を受け

ることがしばしばある.実験によれば約 10m/sの風速以下で識別が可能であることが報告されてい
る1)実際の評価例では，英国のケースで， 6-7m/s以内の風速である必要であると示され 2) ナホ
トカ号重油流出事故による日本海の例においても，風速約 6m/s以内，波高 2m以上という条件 3が
示された.

漂流油の分布や広がりの状態についても影響を受ける.すなわち SARの地表解像度により識別に
制約を受けることが考えられる.ERSの観測例で，流出油の面積が 1km2以下のものについて検出
結果が低下したとの報告心がある.現在運用中の SARデータのうち，最も高分解能のものは，
RADARSAT /SAR Fineモードで約 6.8m(スラントレンジ)である.しかし，この場合は観測範囲
が狭くなるという問題が生じる.

観測された SARデータの角材斤方法についても検討がi必要である.SARデータには特有のスペック
ルノイズが見られ，流出油の分布が小さいかあるいは幅が細い場合は，これにより識別を難しくする

ことがある.このスペックルノイズの除去には，平均化あるいはフィルタリング等の処理が施される.

ナホトカ号重油流出事故による RADARSATデータの解析では平均化処理が用いられ比較的良好な
結果が得られた(後述).また，ヨーロッパの実運用を目指した流出油監視システムの例では， Leeフ

ィルターとMedianフィルターが用いられている θ.

流出油の監視システムを実運用ベースで実施するには，人工衛星 SARデータ観測時から処理・解
析画像提供までがなるべく短時間である必要がある.また，システムの運用には，従来の航空機や船

舶による監視に対してのコスト面からの評価が必要である.
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2.7.2 Iナホトカ号油流出事故」におけるSARの利用事例

(1)ナホトカ号油流出事故と緊急調査

1997年 1月に，日本海をカムチヤツカ半島に向かつて航行中のロシアのタンカー「ナホトカj号が

対馬沖で船体破断および沈没事故を起こし，多量の重油が流出して日本海沿岸地域に大きな災害をも

たらした.この事故に対しては，関係機関による集中的な調査が行われたが，この中で人工衛星によ

る観測・調査が集中的に行われた.この人工衛星を使った集中的観測・調査は前例があまりないよう

な大規模のもので，この結果により多くの知見が示された.ここではそのうち SARを使った事例に

ついて概要を示すと共に，この観測・調査を通して明らかになった点を述べる η.特に詳しく検討し

た例として次の2点を取り上げる.

1)SAR準リアルタイム処理データの利用

2)実用的空閥解像度及びブラウズ画像作成方法の検討

(2)油流出状況モニタリングのためのSARI隼リアルタイム処理データの利用

1997年 1月初めに発生した日本海でのタンカ一事故による重油流出(以下「油流出」とする)に関し

ては，その状況把握においてカナダの地羽準見測衛星 RADARSATSARの準リアルタイム処理データ

が利用された.

(a) RADARSAT SARデータの鞘数

RADARSATは1995年 11月4日に CanadianSpace Agencyにより Delta-IIロケットで打ち

上げられた SAR専用の地球棚1衛星である.赤道通過が午前 6時(下降時)の太陽同期軌道が設定
され，ほとんど 1日中日照を受けることにより SARを上昇下降両軌道で運用できる.他衛星搭載の

SARと比較したRADARSATSARの観測に関する主な新致としては次のような点が上げられる.

1)SAR専用軌道を有する.

2)入射角度が可変である.

3)S切nSARを含む5観測モードを有する.

4)下降，上昇の両軌道で安定して蓄尉則が可能である.
一方，データ提供に関しては，複数のデータ処理レベルやプライオリティ処理が設定されている.

このため，多目的の利用，同一対象地域の観測頻度の向上，データ入手の迅速化等が可能となった.

RADARSATのデータ処理には，火山噴火，洪水，地震等の大規模な災害に対して公的な特別処理

リクエストの『準リアルタイム処理』が設定されている.現在は日本での直接受信が行われているが，

1997年当時は日本での受信が行われておらず，緊急を要するデータ取得について，カナダでデータ

受信後，数時間以内にデータを送信し日本で処理を行い，提供・公表するという試みが行われた.

(b)準リアルタイム処理ブラウズ画像の取得

1997年 1月 2日に日本海の島根県沖で発生したタンカー「ナホトカ」号の事故に伴う油流出状況

を把握するために， RADARSAT SARデータの観測リクエストと準リアルタイム処理がカナダに依

頼された.これにより，カナダで準リアルタイム処理データからブラウズ画像データを作成し，通信

回線(インターネット)で、日本へ緊急に送信して，油流出状況の把握の試みが行われた.RADARSAT 

SARデータの観測から日本での画像提供までの流れと時間経過は図 2.7.2.1の通りであった.右側

に付記した時間は日本時間(午前および午後)であり， (J内は処理等の所要時間を表している.
RADARSATが日本付近の SARデータを観測後，最大 2時間でカナダ・ガテイノ受信局でダウン

リンク(軌道によってはプリンスアルパートで受信後ガテイノへ転送)を行った.続く SARデータ

処理では，まずパスイメージを作成し，さらにこのフルレゾリユ}ション画像に対して 8分の lに

画素を間ヲ|く処理を施してブラウズ画像が作成された.これらの処理に要した時間は約 1時間 30分

である.ブラウズ画像作成後，通信回線で日本へ画像データが送信されたが，送信時間は1シーン10
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----20分で、あった.今回の画像は 1----3シーンで対象地域をカバーしたが，日本でそれらの画像取得

後，シーン聞のモザイク処理，写真出力等を実施した後，関係機関に提供・公表が行われた.

このケースで、は主に"StandardBeam Mode"で、観測が行われたが，準リアルタイム処理によるパ
スイメージデータはフルレゾリューション画像(空間解像度約 12.5m)で約 9000X8500画素程あ
り，これを 8分の lに間ヲ|いて約 1100X1050画素程度のブラウズ画像(空間解像度約 100m)を
作成した後に，日本への転送が行われた.データ観測から日本での画像確認・解析の開始まで約 4時

間 30分とj毎外局受信・処理による日本国内での解析という過程としては，かなり迅速な処理と，短
時間での画像t完封共・公表が可能で、あった.
1999年12月以降は日本での RADARSATSARデータの直接受信が行われるようになったカミ図
2.7.2.2に日本受信による現在のデータ観測から提供・公表までの流れを示す.内容については後述す
る.

日本付近のSARデータ観測 05:58 日本付近のSARデータ観測 6:00 

[2:00J 

ガティノでSARデータのダウンリンク 熊本でSARデータの直接受信

8:00 
07:58 

SARデ}タ処理(パスイメージ作成 原データの車命送(熊本→六本木)

ブラウズ画倒乍成知里 (1/8間引き処 [1:30] 11:00 

09:30 SARデータ処理(パスイメージ作成

ブラウズ画像送信(カナダ→日本) ブラウズ画餅乍成郷里 (1/8間引き処

10:30 

ブラウズ画像表示確認・角平析・写真出力 ブラウズ画像表示橋忠・開斤・写真出力

12:00 13:30 

判読・分析及び関係機関への提供・公表 判読・分オ斤及び関係機関への提供・公表

図2.7.2.1カナダ受信によるRADARSAT
準リアルタイム処理データの入手

図2.7.2.2日本直接受信によるRADARSAT
準リアルタイム処理データの入手

(ο ブラウズ画像による流出油浮遊状況
「ナホトカ」号の油流出に関したRADARSATSARデータの観測は 1月9日から 2月24日まで約
3日に 1回程度の頻度で 18回実施された.このうち油と考えられる明瞭なパターンカ可在認できたの
は，以下のような3H寺期のものであった.

く1>1月11日17:53STANDARD 5 BEAM MODE， (アセンデイング)
く2>1月12日06:08STANDARD 1 BEAM MODE， (デイセンデイング)
く3>1月16日05:51SI孔NDARD6 BEAM MODE， (デイセンデイング)
これらく1>----く3>の画像のうち浮遊油と考えられるパターンが明瞭に示された海域の画像をそれぞ

れ図2.7.2.3----2.7.2.5に示す.
1月 11日<1>と約 12時間後の 12日く2>の画像上には，北部が屈曲した鍵状の筋;1犬パターンが示
されていた.図 2.7.2.6のように両画像を重ねて筋状パターンの移動距離を計測すると，約 12時間
の聞に北北東へ最大約 9km程度移動したことが分った.同時期の海洋速報海流図(海上保安庁)に

よれば，この付近の流速は 0.3------0.9kt(ノット)となっており，ほぼ海流の流れと共に浮遊したと考
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えられる.また 4日後の 1月 16日<3>の画像では新たなパターンが示されていた.しかし，これら
3時期以外の画像では流出油と考えられるパターンは確認できなかった.これは前項で述べたように

風速が強いか，海面の波浪が高かった理由が考えられる.

。CSA1997
図2.7.2.3 1月11日のRADARSATSAR 

準リアルタイム処理ブラウズ画像

。CSA1997
図2.7.2.5 1月16日のRADARSATSAR 

準リアルタイム処理ブラウズ画像

(d)準リアルタイム処理データの利用

。CSA1997
図2.7.2.4 1月12日のRADARSATSAR 

準リアルタイム処理ブラウズ画像

。CSA1997
図2.7.2.6 1月11日(紫)と12日(緑)の合成
RADARSAT SAR準リアルタイム処理
ブラウズ画像

RADARSAT SARの準リアルタイム処理に基づくブラウズ画像が，流出油の把握に利用され，迅
速に観測から処理・解析・提供までが行えることが確認された.現在では日本周辺の RADARSATSAR 
データが日本で直接受信されており，
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1)観測から受信までの短縮

2)受信から処理設備までの転送の節約
3)ブラウズ画像送信の短縮

4)処理・解析方法の向上

等で原理的には観測から提供・公表までの過程がさらに時間的に短縮可能である.

現在，日本周辺が観測された RADARSATSARデータは，まず熊本で受信後，東京の(財)リモー
ト・センシング技術センターへ送られ，処理・解析・提供までが行われる.しかし，熊本・東京間の

通信回線が整備されてなく，現在は飛行機による輸送方法をとっている.このため観測から提供まで

は 1997年の「ナホトヵ」号当時よりも多くの約 7時間 30分が必要となっている.この時間は，ヨー
ロッパなどで計画されている提供までが 2時間以内というものに比較し，時間がかかりすぎる.今

後，通信回線の整備などにより緊急時における時間短縮の検討が必要であろう.

(3)油流出状況把握のための実用的空間解像度及ぴブラウズ画像作成方法

(a)実用的空間解像度及びプラウズ画イ象作成についての検討の概要

「ナホトカ」号油流出事故において RADARSATSARのブラウズ(簡易)画像をカナダより通信回
線で入手し，緊急情報処理・提供を行ったが，ブラウズ画像による判読や，空間解像度等の点におい

て，検討の必要性が示された.このため，フルレゾリューション(詳京国)画像を実際に用いて，詳細

表示画像による流出油の同定の評価と可能性，流出油同定のための実用的な空間解像度の検討，ある

いはフルレゾリユ}ション画像からブラウズ画像を作成する方法の検討等が行われた.この研究は「平

成 8年度科学技術振興調整費ナホトカ号油流出による環境景簿に関する緊急研究jのーっとして実

施された.内容は以下の通りである.

1) Iナホトカ」号油流出について RADARSATブラウズ(簡易)画像で流出油浮遊が確認されたシー
ンのフルレゾリューション画像を入手して詳細表示画像の作成.

2) RADARSAT SARデータの観測に比較的同時期で観測された航空機観測の可視域画像データを参
照し， RADARSATフルレゾリューション画像の判読による，油流出状況の識別，同定の矧匝.
3) RADARSATフルレゾリューション画像からブラウズ画像までの空間分解能の異なるシミュレー
ション画像の作成.

4)シミュレーション画像の比較分析により，フルレゾリューション画像がブラウズ画像に比べて，
どの程度高度な浮遊油の同定が可能か，および子由流出状況の実用的な把握のためにどの程度まで空

間解像度を落とすことが可能かについての検討.

5)ブラウズ画像を作成時の， I間ヲ|き処理jと「平均化処理」の2方法による画像の作成・評価によるブ
ラウズ画像作成方法のネ食言す.

(b)フルレゾリューション画像による詳細表示画像作成と評価

油流出に対して取得された RADARSATSAR 取得データのうち，前述く1>~く3>の 3 時期の

RADARSATフルレゾリューション(詳細)画像を入手し，検討に用いた.また， RADARSATSAR 
画像上の流出油浮遊状況の評価用参照データとして， RADARSAT観測日に比較的近い日時に撮影
された品だE機画像を用いた.
1月11日の RADARSAT画像、(図 2.7.2.3)で能登半島の西方海域に認められた鍵型に曲ったパ
ターンは，航空機画像の参照により，油が棚ヲ|くように連なって浮遊している様子を示していると考

えられた.また， 1月12日の RADARSAT画像金沢沖において示された筋状の集合パターンは，油
が三国町海岸付近に浮遊してきて接岸した状態を示していることが確かめられた.同様に， 1月 16

日の能登半島沖の RADARSAT画像(図 2.7.2.5)に示される幾つかの線状パターンは，油が線状に
連なって浮遊している状態と考えられた.

以上のように，フルレゾリューション画像では，ブラウズ画像で把握できない微細な筋状の浮遊油
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の同定が可能であり，この筋状あるいは線状の流出油の状況が鮮明に把握できることが確かめられた.

(ο フルレゾリューション画像とブラウズ画像の比較による流出油同定の評価検討

。流出油同定の実用的なモニタリングのための空間分解能

く1>--<3>のフルレゾリューション画像(空間解像度 12.5m)からブラウズ画像(空間解像度 100
m)までに相当するシミュレーション画像 (12.5m，25.0m， 37.5m， 50.0m， 62.5m， 75.0m， 87.5m， 
100.0m)を，ピクセルおよびラインをそれぞれ間ヲ|いて空閥解像度を段階的に低下させて，それぞ
れ作成し，それらを互いに比較検討しながら，流出油の実用的な把握のために，どの程度まで空間解

像度を落とすことが可能かについての検討が行われた.通常， RADARSAT SARブラウズ画像は，

フルレゾリューション画像を 8分の 1，すなわち 8X8の画素から l画素を選択する(間引く)処理
を施して作成される.

く1>--<3>それぞれの空閥解像度毎のシミュレーション画像聞の比較により， 5分の 1(62.5m) 
程度の空間解像度までの低下であれはフルレゾリューション画像に対し，空間解像度低下の影響が

比較的少ないことが分った.また，データ量に関しては，フルレゾリューション画像が約9000X8500
画素 (8ピットで約 76.5Mバイト)に対し， 62.5m (5分の l間引き)空閥解像度画像は約 1800X
1700画素(約 3.1Mバイト)と 25分の 1になる.このため，通信回線によるデータ転送や，画像
処理，角ヰ析でのデータの操作が向上すると考えられた.

立)単純間引き画像と平均化画像の比較

フルレゾリューション画像から空間解像度を落とした画像を作成する単純な方法は，前述のように，

目的の空間解像度の画素サイズに合うように，画素を順にサンプリングして間ヲiき画像を作成するも
のである.しかし， SAR画像にはスペックルノイズが含まれており，間ヲ!き処理ではそれを取り除

けず，流出油の判読結果を低下させるような影響を強く残す.この影響を低減する方法のひとつとし

て，平均化処理が考えられる.

ここでは，空間解像度を落とす段階で，この平均化処理を適用してシミュレーション画像を作成し，

間引き処理によるシミュレーション画像と比較・検討を行った.平均化処理では， RADARSATブ

ラウズ画像の場合，フルレゾリューション画像から 8X8画素の画素値の平均を計算し，この値を 8
分のl空閥解像度の1画素値とするものである.く1>--く3>の間百|き処理画像を図2.7.2.6，2.7.2.8， 
2.7.2.10に示し，平均化処理画像を図2.7.2.7，2.7.2.9， 2.7.2.11にそれぞれ示す.
ブラウズ画像や間引き処理による各空間解像度の画像との比較の結果，平均化処理によるブラウズ

相当面像は，間引きによるブラウズ画像に比べはるかに細いパターンも把握でき，流出油の同定の可

能性が格段に向上することが分る.さらに，間ヲ|き処理による 62.5m(5分の 1)空間解像度のシミ
ュレーション画像に比べても同定の可能性が高く， 37.5m (3分の 1)空間解像度のシミュレーショ
ン画像程度まで向上していることが視覚的に確かめられた.

以上の検討結果から，流出油パターンの把握においては，平均化処理によるブラウズ画像の方が，

間引き処理によるブラウズ画像よりもはるかに優れ，適していることが分かり，今後，迅速な流出油

同定には平均化処理によるブラウズ画像を用いることにより，その精度が向上するとが示された.
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， 

。CSA1997
図2.7.2.7 1月11日の単純間引き

ブラウズ画像 (100m)

。CSA1997
図2.7.2.9 1月12日の単純間引き

ブラウズ画像
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。CSA1997
図2.7.2.8 1月11日の平均化

ブラウズ画像 (100m)

。CSA1997
図2.7.2.10 1月12日の平均化

ブラウズ画像



。CSA1997
図2.7.2.11 1月16日の単純間引き

ブラウズ画像

2.7.3その他の事例

。CSA1997
図2.7.2.12 1月16日の平均化

ブラウズ画像

SARデータによる流出油把握について実験的な検討は幾つかみられるが，ナホトカ号の例を除く

と，実際の油流出事故に関して SARデータを用いた流出油把握の試みについてまとめられた事例は

比較的少ない.

1996年 2月に英国ヴェールズ・ミルフォードヘブンの近海で発生した SeaEmpressタンカーの

事故では，約 7万トンの油流出が発生した.この油流出に対し RADARSATSARおよび ERSSAR 

データを使って， 2月22日""'-'26日までの 6日間の油流出状況カ雫周べられ，漂流方向と速度 10cm/s

が求められた.解析にはデラウエア大学で開発された手法 (MSSM:MaxirnwnSimi1arity Shape 

Matcrung method)が用いられたこれは海岸線の対応点を参照して画像聞の幾何補正を行い，ス

ペックルノイズ除去と強調のためにLee臼terとMedianfilterを適用し，さらにエッジ強調と画像

強調を施して検出精度を上げる処理方法である.また，過去の事例も含め，条件として，海上風が3m/s

下になると SARによる流出油の識別が低下することが示唆され，逆に，海上風が 6-7m/sを超える

と波のために識別カ漠住しくなることも示唆されている2)，6)，8)

ノルウェー(NSC:NorwegianSpace Cen廿e)によるノjレウェー海，北海，バルト海における SAR

データを中心とした流出油監視システムの一般的な運用についての検討結果が報告されている.ここ

では，予備的な運用が開始されており，海上の流出油の早期発見と警戒が主要な目的である.このた

め ERSSARデータ観測時から 2時間以内にエンドユーザーに情報を提供することを目指してシステ

ムの開発が進められている.ここでは費用的な評価もなされており，従来の航空機と船のみによる監

視に比べて人工衛星データを利用することで約 70%のコストで実施可能であることが報告されてい

る.また，本システムに将来的に利用が考えられているSARとしては，ERS， RADARSAT， ENVISAT 

搭載のものがあげられている1)
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2.7.4SARデータによる泊流出状況把握の展望

実験的な検討を除けば，実際の油流出に対して SARデータを用いた観測に関する検討あるいは調

査事例は比較的少ない.その中で 1997年に発生した日本海の「ナホトカ」号による油流出は， SAR 

データをはじめ人工衛星データを集中的に用いた調査の検討が行われたという点で重要である.この

検討により多くの知見が得られ，今後の油流出状況の把握や監視に有益な情報を提供した.

一方，ヨーロツノTで、は流出油の監視の重要性が指摘され，実利用ベースで実施されつつある.日本

においても，日本付近を観測した RADARSATSARデータの直接受信が開始され，前述〔第 2章 7

節 2項の(2)の(b)J転送時間の節約及び処理・解析方法の向上などにより，原理的には観測から提供

までの時間が1997年の「ナホトカJ号の油流出のケースに比べて時間的に短縮が可能である.しかし，
第 2章 7節 2項の(2)の(めで述べたように，現在，日本周辺が観測された RADARSATSARデータ

を熊本で受信後，東京の(財)リモート・センシング技術センターへ送られ，処理・解析・提供が行わ

れる過程で，通信回線の未翻需により，観測から提供までは約5時間が必要となっている.これは，

ヨーロツノぐなどで計画されている監視システムの実運用における提供までの 2時間以内と比較する

と時間がかかりすぎる。今後，通信回線の整備などにより緊急時における時間短縮の検討が必要で、あ

る.また，油流出状況の把握・監視をシステム的に実施するには，費用的な面からの検討も必要にな

ることが予想される.

海象や観測条件において検討問題が残っているものの， SARデータによる流出油監視の有効性は

明らかである.現在の RADARSATSAR， ERS SAR等に加え， 2年後には日本の ALOSPAlSAR 

のデータも利用可能となり，油流出状況の把握・監視のためのリアルタイム利用の期待も高まると考

えられる.
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